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男女共同参画・人権尊重社会の実現をめざして

　人口減少と少子高齢化をはじめ、地方の自己責任が問

われる本格的な地方分権時代の到来、グローバル化（世

界的な展開）の進展、高度情報化の進展と地域間格差の

拡大、地域活力の衰退など、社会経済情勢の激しい変化

が起きています。

　そうした背景の中、男女が互いに人権を尊重しつつ、

責任も分かち合い、性別にかかわりなくその個性と能力

を発揮することができる、男女共同参画社会の実現が重要な課題となっています。

　また、「基本的人権の尊重」を保障するため、関係諸制度の整備など、多様な取り組

みが進められてきましたが、今日もなお同和問題のほか、子ども・女性・障がい者・高

齢者・在住外国人、その他様々な人権問題が存在します。

　こうしたなか、本市では、男女が平等に生活や活動ができる社会環境の整備に向けた

様々な、取り組みを進めてきました。

　本市においても、これまでの取り組みを継承しつつ、新しい課題に対応しながら、男

女共同参画社会の実現に向けた取り組みを推進するため、国の定める、「男女共同参画

社会基本法」の「第３次男女共同参画基本計画」に基づく目標や施策を踏まえ、「善通

寺市男女共同参画プラン」を策定することになりました。

　その基本的な方針としては、男女共同参画社会の実現は、女性にとっても男性にとっ

ても生きやすい社会を作ることであります。その目指すべきは、①固定的性別役割分担

意識をなくした男女平等の社会、②男女の人権が尊重され、尊厳を持って個人が生きる

ことのできる社会、③男女が個性と能力を発揮することによる、多様性に富んだ活力あ

る社会の実現であります。

　このプランに掲げました施策は、男女が互いに人権を尊重し、個性と能力を十分に発

揮し、自分らしく輝いて暮らせる社会の実現に向け、意識づくりや環境づくりを進める

とともに、すべての人の人権を尊重する市民の育成に向け、人権教育・啓発を効果的か

つ継続的に推進することを目標としています。

　おわりに、本計画の策定にあたりまして、熱心にご審議をいただきました市議会並び

に善通寺市人権政策審議会をはじめ、ご協力いただきました市民の皆様に対し、心から

お礼を申し上げます。

平成２５年３月
善通寺市長 平　岡　政　典
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１ プラン策定の趣旨

２ 男女共同参画の動向

（1）国の動き

　男女共同参画社会とは、男女共同参画社会基本法第2条で「男女が、社会の対等な
構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に参画する機会
が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受する
ことができ、かつ、共に責任を担うべき社会」とされています。

　わが国では、昭和21（1946）年日本国憲法が制定され、個人の尊厳と法の下の平等
がうたわれ、男女平等が明記されました。

（2）香川県の動き

　国の内外の動きを受け、昭和56（1981）年に策定した「第二次香川県県民福祉総
合計画」の中に「婦人対策の推進」を位置づけ、翌昭和57（1982）年、「香川県婦人行
動計画」が策定、同年、香川県婦人対策推進本部が再発足されました。

　昭和63（1988）年には、「香川女性のための新行動計画」が策定、続いて平成4
（1992）年には「男女共同参画型社会へ向けての香川行動計画」が策定、その後、平成
9（1997）年には「男女共同参画社会へ向けての香川行動計画〔改定〕」が策定されま
した。

　昭和50（1975）年、国際婦人年を契機として、婦人問題企画推進本部が設置され、
昭和52（1977）年には、「国内行動計画」を策定し、女性の地位向上に関する総合的
な取り組みが始まりました。

　昭和60（1985）年には、雇用の分野における男女の均等な機会と待遇を求める
「男女雇用機会均等法」が公布され、「女子差別撤廃条約」が批准されました。

　昭和62（1987）年には、「西暦2000年に向けての新国内行動計画」が策定されま
した。

　平成6（1994）年には推進体制を強化するため、内閣に「男女共同参画推進本部」
が設置され、平成8（1996）年に「男女共同参画2000年プラン」が策定されました。

　平成11（1999）年、「男女共同参画社会基本法」が制定・公布、平成12（2000）年
には、基本法に基づく「男女共同参画基本計画」が策定されました。

　その後、平成17（2005）年、「第2次男女共同参画基本計画」を策定、平成22
（2010）年には、「第3次男女共同参画基本計画」を策定し、引き続き男女共同参画
社会の実現に向けての取り組みが進められています。

　少子高齢化社会を迎える我が国では、社会全体の活力を増し、人々が将来に向け
ての希望を持つことにつながるものであり、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責
任も分かち合い、その個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会
の実現は、喫緊の課題となっています。
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３ プラン策定の背景

（3）善通寺市の動き

　平成13（2001）年には、男女共同参画社会基本法と国の「男女共同参画基本計画
」の趣旨を踏まえ「かがわ男女共同参画プラン」を策定、平成14（2002）年に「香川県
男女共同参画推進条例」が制定されました。その後、平成18（2006）年に「かがわ男
女共同参画プラン（後期計画）」を策定し、同計画の計画期間の終了に伴い、平成23
（2011）年には、「第2次かがわ男女共同参画プラン」が策定され、男女共同参画社
会の実現を図るため、県民、事業者、市町等の多様な主体との連携・協働により、男
女共同参画の推進に関する施策を計画的に推進されています。

　善通寺市においては、平成4（1992）年、市民一人ひとりがお互いを理解し、人権意
識の高揚に努め差別のない社会の実現を目指し、「人権尊重都市宣言」をしました。

（1）社会的背景

漓 人口の減少と少子高齢化

　本市の総人口は、平成元（1989）年をピークに減少し続けており、平成17（2005）
年には35,495人となりました。

　また、年齢三区分別人口割合の推移をみると、14歳以下の年少人口の割合が減少
し、65歳以上の老年人口の割合が増加し、少子高齢化が進行していることがうかがえ
ます。

　一方、世帯数は、一貫して増加を続けており、平成17(2005)年には13,288世帯と
なっています。

　「総合計画」における平成 32（2020）年までの人口推計によると、本市の人口は今
後も減少傾向で推移し、平成 32（2020）年には30,770人、13,610 世帯になることが
推計され、今後さらに、少子高齢化、核家族化の進展が見込まれています。

　平成22（2010）年には、各分野の人権課題の解決に向け、本市が取り組むべき人権
教育・啓発の基本的方向を明らかにした「善通寺市人権教育・啓発の基本指針」を策
定し、人権が尊重されるまちづくりを推進しています。

　平成22（2010）年度に策定した「第5次善通寺市総合計画」（以下、「総合計画」と
いう。）では「男女が社会のあらゆる分野に対等な立場で役割・責任を共有しながら
参画することができるよう、男女共同参画社会の形成に向けた取り組みを進める」こ
とを基本目標に掲げています。
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滷 就業構造における現状

　本市の就業人口総数は、平成２（1990）年から減少傾向にあります。産業別の構成
比では、この間、第１次産業、第２次産業が減少し、第３次産業が増加する傾向にあり
ます。

　「総合計画」における平成 32（2020）年までの就業構造の推計によると、今後さら
に、第３次産業化の進展が見込まれています。

　一方、平成17（2005）年に実施された国勢調査によると、女性の就業上の地位はす
べての産業において、経営者・役員、常時雇用の割合が低く、臨時雇用、家族従業者
の割合が高くなっており、特に、第１次産業、第２次産業において、女性が経営に参画
できていない現状が明らかとなっています。
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善通寺市の人口の推移及び将来人口・世帯の推計結果
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136

産業別従業上の地位

分類不能

経営者・役員
常時雇用
臨時雇用
家族従業者
家庭内職者

男　  性

第３次産業

第２次産業

第１次産業

3 20

915

504

685

0 20 40 60 80 100

0 20 40 60 80 100

（%）

29

3

38

2,346 2

4,750 406

27

5

47

分類不能

経営者・役員
常時雇用
臨時雇用
家族従業者
家庭内職者

女　  性

第３次産業

第２次産業

第１次産業

23

509

83

88 47 11 430

（%）

合計

家庭内職者

家族従業者

臨時雇用

常時雇用

経営者・役員

0 20 40 60 80 100（%）

816 141

3,586 1,005 306

58

4

16

男　性
女　性

2,107 680

7,145 4,472

550 1,161

112 794

2 40

9,916 7,147

（単位：人）

男女別 15歳以上従業上の地位

24
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澆 女性の年齢階級別就業率の現状

　男女別の就業率をみると、男性では、25歳から59歳までの年齢階層で8割を
超えているのに対し、女性については、40 代の約 7割がピークであり、その前の年
代の30歳代では、就業率が一時的に低くなるＭ字カーブを描いています。

100
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年齢階級別就業率の状況

女性

15
〜
19
歳

20
〜
24
歳

25
〜
29
歳

30
〜
34
歳

35
〜
39
歳

40
〜
44
歳

45
〜
49
歳

50
〜
54
歳

55
〜
59
歳

60
〜
64
歳

65
〜
69
歳

70
〜
74
歳

75
〜
79
歳

80
〜
84
歳

85
歳
以
上

10

第
１
章
プ
ラ
ン
の

基
本
的
な
考
え
方



（2）人々の意識 （社会における女性の能力の活用）

　平成23（2011）年度に実施した「善通寺市男女共同参画社会に関する意識調査」
（以下、「市民意識調査」という。）によると、社会において「女性の能力」は十分に活
用されていないと思う否定意見（「そう思わない」と「どちらかといえばそう思わない」
を合わせた割合）が30.8%と、肯定意見（「そう思う」と「どちらかといえばそう思う」を
合わせた割合）の25.8%を5ポイント上回っています。

　また、否定意見を性別でみると男性25.6%に対し、女性は34.7%と9.1ポイント高く
なっており、男女の認識の差が明らかです。

　さらに、女性においては、否定意見が34.7%であるのに対し、肯定意見は19.0%と
なっており、女性が社会において自身の能力を十分に活用できていないと感じてい
ます。

社会における女性の能力の活用

そう思う

0.0

女性

20.0 40.0 60.0 80.0 100.0（%）

どちらともいえない

そう思わない

どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない

わからない

無回答

男性

全体 5.0 20.8 31.8 23.8 7.0 7.8 3.8

4.4

3.4

6.9

3.6

28.4

15.4 34.5 27.5 7.2 8.4

28.1 18.7 6.9 6.6
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（3）男女間の暴力の状況

　「市民意識調査」によると、配偶者・恋人から「暴力を受けた」経験者は7.3%、「暴
力を受けたことも行ったこともある」経験者は5.1%、「暴力を行ったことがある」経験
者は3.6%います。

　女性では11.8%、男性では1.1%が、「配偶者・恋人から暴力を受けた」経験があると
回答しています。中でも、40代の女性では17.6%と高い比率となっています。

　暴力の内容は、「大声でどなる」(58.0%)、「身体的暴力（命の危険を感じる身体的
暴力と医者の治療が必要な身体的暴力とそれ以外の身体的暴力を合せた割合）」
（55.1%）、「物を投げつける」（32.6%）の順になっています。

配偶者・恋人から暴力を受けた経験

全体

女性

男性

7.3 5.1 80.7 3.3

1.7

4.2

7.4

0.8

3.6

1.1

6.3

11.8 4.2 79.0

83.5

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0（%）

自分がしたことがある

したこともされたこともある

無回答

相手からされたことがある

したこともされたこともない
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４ プランの基本理念

　男女共同参画社会を実現するため、第一に、男女の人権が尊重されていることを基
礎として、個人の能力が発揮される社会を目指すこと、第二に、性別による役割分担
意識に基づく制度、慣行を見直すこと、第三に、市政はもとより、企業、団体などの政
策・方針決定の場において、男女が対等な構成員として参画する機会が確保されるこ
と、第四に、性別にかかわりなく互いを認め協力しながら、責任を分かち合い、家庭や
職場をはじめとする社会における活動等を両立して行うことのできる環境を整えるこ
とを本プランの基本理念とします。

全体 男性 女性

1命の危険を感じる身体的暴力
2.2

0.0
3.6

2医者の治療が必要な身体的暴力
6.5

6.0
7.4

1，2以外の身体的暴力
46.4

47.6
44.4

物をなげつける
32.6

35.7
27.8

性的行為を強要する
11.6

15.5
5.6

避妊に協力しない
2.9

2.4
3.7

大声でどなる
58.0

54.8
63.0

子どもにあたったりいじめたりする
5.8

8.3
1.9

人前でバカにしたり命令口調で言う
17.4

23.8
7.4

「誰のおかげで生活できている」と言う
10.9

14.3
5.6

「安月給」や「甲斐性なし」とののしる
5.8

2.4
11.1

交友関係や電話などを監視する
13.0

14.3
11.1

社会活動や就職などを許さない
2.9

4.8

生活費を渡さない
9.4

14.3
1.9

何を言っても無視し続ける
14.5

14.3
14.8

無回答

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0（%）

0.0

暴力の内容（複数回答）

0.0
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５ プランの基本目標

　男女共同参画社会の実現に向けて、現在の社会に存在する固定的な性別役割分担
意識による制度や慣行の見直しを進めるため、幅広い世代に向けたわかりやすく、実
践につながるような啓発、学習機会を充実するように努めます。

　また、次の時代を担う子どもたちが、性別にとらわれず、主体的で多様な生き方を
選択することができるよう、子どものころから男女共同参画意識を育てていく環境づ
くりを推進します。

　さらに、市民一人ひとりが認識を深め、生活の中に男女共同参画意識が定着される
よう、親しみやすい啓発活動などを推進します。

男女共同参画社会づくりに向けた意識の改革

　少子高齢化の進行、雇用形態の変化、家族や地域社会の変化などの社会情勢の変
化は、個人の価値観の変化やライフスタイルの多様化に大きな影響を与えています。

　男女共同参画社会を形成していくうえで基盤となるのは、男女の人権の尊重と生涯
を通じて健康で安心して豊かに暮らせる環境です。

　また、女性は、妊娠、出産等、健康上特に配慮を必要とするため、生涯を通じた健
康支援に努めます。

　さらに、高齢や障がい、同和地域出身など社会的に不利な状況に加え、女性である
ということで複合的な差別を受け、生活することに困難さを抱える人たちも含め、すべ
ての人が安心して暮らせる条件の整備を推進します。

　そこで、重大な人権侵害である女性に対する暴力は、男女共同参画社会を形成して
いく上で克服すべき課題であることから、暴力を容認しない社会的認識を形成するた
めの啓発と教育・防止対策等に取り組みます。

　また、非正規雇用の増加や長時間労働の問題が大きく取り上げられ、男女を問わ
ず、働き方や家庭生活、地域とのつながりなどあらゆる場面で、性別にとらわれずに一
人ひとりが参画することが求められています。

　そこで、互いに協力して責任を分かち合い役割を果たせる、すなわち、男女共同参
画社会を目指し、社会政策・方針決定の場への女性の参画の拡大や仕事と生活の調
和（ワーク・ライフ・バランス）の浸透、雇用等の分野での男女の均等な機会と待遇の
確保を図ります。

　また、地域の活力を高め、誰もが出番と居場所のある地域社会を作るため、男女共
同参画を促進します。

あらゆる分野における男女共同参画の推進

男女がともに安心して暮らせる環境づくり

基本目標

基本目標

基本目標
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６ プランの位置づけ

・男女共同参画社会基本法で定める「市町村男女共同参画計画」に位置付けるもの
　です。

・「第５次善通寺市総合計画」をはじめ、市が策定した他の計画との整合性を図りま
　す。

７ プランの期間

・平成25（2013）年度から平成32（2020）年度までの7年間とします。
　ただし、社会情勢の変化等により、必要に応じて見直しを行います。

15
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・§・§・§・§ 男女共同参画プラン施策体系 §・§・§・§・

盧広報・啓発活動の推進

施策の方向重点プラン基本目標

盧学校教育の充実

蘯教育・保育関係者の意識啓発

盪男女共同参画に関する情報の収集・整備・提供

盧政策・方針決定過程への女性の参画の促進

盧仕事と生活の調和の実現

盪地域における子育てや介護支援の充実

盪働く男女の健康管理対策の推進

盧雇用の分野での男女の均等な機会と待遇の確保
　対策の推進

盧地域活動における男女共同参画の促進

盧女性への暴力を根絶するための基盤づくり

蘯子どもに対する性暴力の根絶に向けた対策の推進

蘯健康をおびやかす問題への対策の推進

盧生涯を通じた女性の健康支援

盧高齢者や障がい者が安心して暮らせる条件の整備

盻セクシュアル・ハラスメント防止対策の推進

蘯多様な生き方、多様な能力の発揮を可能にする雇
　用環境等の整備

盪配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護等
　の推進

盪妊娠や出産期における心身及び健康の保持増進
　のための支援

盪人権課題への配慮を必要とする女性への支援

盪人材の養成と情報・資料の収集・整備・提供

盪社会教育の充実

男女共同参画の視点に
立った制度・慣行の見
直し

1

男女共同参画社
会づくりに向け
た意識の改革

政策・方針決定の場へ
の女性の参画の促進

3

子どものころからの男
女共同参画の理解の促
進

2

男女の仕事と生活の調
和を実現できる環境づ
くり

4

雇用等の分野での男女
の均等な機会と待遇の
確保

5

地域活動における男女
共同参画の促進

6

男女共同参画を阻害す
る暴力等への取り組み

7

生涯を通じた女性の健
康づくりへの支援

8

すべての人が安心して
暮らせる条件の整備

9

あらゆる分野に
おける男女共同
参画の推進

男女がともに安
心して暮らせる
環境づくり
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基本目標Ⅰ 男女共同参画社会づくりに向けた意識の改革

重点プラン１　男女共同参画の視点に立った制度・慣行の見直し

　家庭生活や地域社会において、性別による固定的な役割分担に基づく社会制度や慣
行などにより、一人ひとりが様々な生き方を選択する機会を妨げている場合があります。

　「市民意識調査」では、「社会通念・慣習・しきたりなど」が「男性優遇」（「男性が優遇」
と「どちらかといえば男性が優遇」を合わせた割合）と思っている人の割合が、全体にあっ
ても、70.0%が男性優位社会であると回答しており、また男女別に見ても同様です。

　また、「法律や制度の上」にあっても、女性は「男性優遇」と思っている人の割合が
53.3%となっており、男性の30.0%と比較すると、23.3ポイントも高く、不平等感を強く
感じていることがうかがえます。

　さらに、家庭生活にあっても、「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」という考え方につ
いて、肯定意見（「賛成」と「どちらかといえば賛成」を合わせた割合）が、男性では
54.6%、女性にあっても46.5%あり、今なお長い期間をかけて定着した固定的な性別役
割分担意識は根強いものであることがうかがえます。

　しかし、これまでの家族モデルであった男性稼ぎ手家族は、非婚化、非正規雇用の増
加などにより、転換を余儀なくされています。このことは、「夫は外で働き、妻は家庭を守
るべき」という考え方について、若年層の女性ほど肯定意見が少なく、否定意見が多くな
る傾向にも表れていると思われます。

　そこで、「男性が女性とともに家事、子育て、介護、地域活動に参加していくために必要
なこと」について聞くと、「夫婦や家族間でのコミュニケーションをよくはかること」が
73.8%と最も多く、続いて「男性が家事などに参加することに対する男性自身の抵抗感
をなくすこと」が55.6%、「社会の中で、男性による家事、子育て、介護、地域活動について
も、その評価を高めること」が51.4%となっています。

　男女共同参画社会の実現のためには、家庭・地域・職場などにおいて、性別にかかわ
りなく互いを認め合い、協力しながら責任を分かち合うとともに、それぞれの個性と能力
を十分に発揮することが求められています。

　家庭生活は、基本的な社会性と人格を形成するうえで大きな役割を果たしており、子ど
もの意識形成に大きな影響を及ぼすため、家庭の中で男女平等意識を高めることは、男
女共同参画を進めるうえで大きな意義があります。

　また、地域社会・職場では、これまでの意識や活動のあり方を見直し、様々な価値観
を持つ人が対等に参画できるよう、これまでの固定的役割分担に基づいた社会制度や慣
行などを見直す必要があります。

　そこで、これまで空気のような存在であった慣習、しきたりなどについて、男女共同参
画の視点に立った見直しにつながる、身近で実践的な、わかりやすい啓発活動が求めら
れています。

現状と課題
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男性が優遇

0.0

女性

20.0 40.0 60.0 80.0 100.0（%）

平等になっている
女性が優遇

どちらかといえば男性が優遇
どちらかといえば女性が優遇
わからない

無回答

男性

全体 12.7 30.9 30.0 5.9 1.4 14.2 5.0

5.0

17.8 5.0

6.9 23.1

16.8 36.5 20.8 2.6

0.4

42.7 10.5 2.8 9.1

男性が優遇
平等になっている
女性が優遇

どちらかといえば男性が優遇
どちらかといえば女性が優遇
わからない

無回答

女性

男性

全体 21.3 48.7 12.3 2.5

0.6

10.5 4.0

4.1

12.6 4.0

14.9 2.5

26.1 45.3 8.8 2.6

0.6

53.4 17.1

0.6

7.4

各分野の男女の地位の平等感

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0（%）
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100.0（%）

100.0（%）

家庭生活と家族観

男女の役割（夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである）

男性が女性とともに家事、子育て、介護、地域活動に
積極的に参加していくために必要なこと（複数回答）

賛成

0.0

女性

20.0 40.0 60.0 80.0

どちらかといえば反対
わからない

どちらかといえば賛成
反対
無回答

男性

全体 9.1 41.1 23.0 17.8 7.3 1.8

1.4

11.3 43.3

7.4 39.1 22.6 20.6 8.8

23.7 14.0 5.2 2.5

男性の抵抗感をなくす

女性の抵抗感をなくす

コミュニケーションをよくはかる

当事者の考え方を尊重する

評価を高める

仕事以外の時間を多く持てる

啓発や情報提供を行う

技能を高める

仲間作りをすすめる

窓口を設ける

その他

特に必要なことはない

無回答

62.7
46.6

55.6

25.5
18.5
22.4

76.2
71.6
73.8

48.5
35.8

42.9

55.7
46.3
51.4

46.1
50.1

47.5

38.9
31.1
35.4

21.6
22.6
21.9

25.7
25.6
25.5

25.5
23.4
24.5

4.0
3.6
3.8

1.8
3.0
2.3

1.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

女性男性全体
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　家庭生活における慣習・しきたりなどについて、男女共同参画の視点に立って、性別
による固定的な役割分担を見直す機会を提供するための広報・啓発を推進します。

　地域社会・職場において、これまでの固定的な役割分担意識や活動のあり方を見直
し、様々な価値観を持つ人が対等に参画できるよう、社会制度や慣行などを見直す機会
を提供するための広報・啓発活動を推進します。

施策の方向

盧   広報・啓発活動の推進

　市民意識や男女の置かれている状況について調査研究を行います。

　男女共同参画施策の実施状況を把握するとともに、先進的な取り組み事例などの情
報を収集します。

　市民や企業等に、男女共同参画に関する情報の提供や相談、研修体制の充実に努め
ます。

盪   男女共同参画に関する情報の収集・整備・提供

施　策

広報・啓発活動の推進

内　　　容

「男女共同参画週間」、「人権週間」の周知

男女共同参画を推進する研修会への参加促進

かがわ男女共同参画推進員の研修会への参加促進

人権課

人権課

人権課

人権課
「男女共同参画社会基本法」、「善通寺市男女共同参画プ
ラン」などの周知

担当課

施　策

情報の提供

統計情報などの充実

相談体制の充実

調査研究の実施

内　　　容

市民意識の把握

男女共同参画に関する情報の提供

男女共同参画に関するホームページの充実

政策課

男女共同参画に関する情報の収集 人権課

県・市の関係各課等の統計情報の把握 人権課

人権課

人権課

人権課
県等との連携及び男女共同参画に関する総合的な相談
体制の充実

担当課

○  家庭の中で性別による役割分担がされていないか話し合い、見直しましょう。
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重点プラン２　子どものころからの男女共同参画の理解の促進

　一人ひとりが性別にとらわれず、個性と能力を十分発揮できる社会を実現するために
は、子どものころから男女共同参画についての意識を育むことが必要です。

　本市においては、子どもの成長に合わせて、人権の尊重、男女共同参画の視点に立った
保育や教育を進めていますが、「市民意識調査」では、各分野の男女の地位の平等感に
ついて、市民の多くがいまだ男性優位社会であると感じています。

　その中で「学校教育の場」は他の分野に比べて「平等」と回答した者が最も多く、その
割合は55.1%でした。
　しかし、性別・年齢別でみると、20 代、40 代の男性の約70%が「平等」と回答したの
に対し、20 代の女性は46.3%と半数に満たないなど認識にはばらつきがありました。
　これまでの学校運営などで、性別による固定的な役割分担意識や保育・教育活動が
潜在的にあったのではないかなど、現状を点検したうえで、学校を中心に家庭や地域と
連携して、今後一層、男女共同参画についての教育・学習を推進する必要があります。

　また、「市民意識調査」の自由意見として、特に女性から「男女の特性」や「男女の役割」
などに配慮した教育を求める意見が数多く寄せられました。

現状と課題

男性が優遇

0.0

女性

20.0 40.0 60.0 80.0 100.0（%）

どちらともいえない
女性が優遇

どちらかといえば男性が優遇
どちらかといえば女性が優遇
わからない

男性

全体

2.1

11.2 55.1 5.0

1.3

19.5 5.9

5.5

6.2

1.7

2.4

9.4

12.4 52.1 4.4

0.8

21.6

59.8 5.8 1.9 16.0

各分野の男女の地位の平等感「学校教育の場」
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　男女共同参画社会の実現のため、子どものころから、人権を尊重する感性を育み、自分
のみならず他人の人権を大切にしながら行動したり、自己を形成する保育・教育の充実
を図ります。

　その際、「児童の権利に関する条約」の趣旨を踏まえ、子ども自ら男女共同参画社会の
形成に参画できるような学習機会を設けることも検討します。

　また、児童生徒が、性差を正しく理解し、相手を思いやり助け合う心を育てる保育・教
育を推進します。

施策の方向

盧   学校教育の充実

　家庭生活における慣習・しきたりなどについて、男女共同参画の視点に立って、性別
による固定的な役割分担を見直す機会を提供するための広報・啓発を行います。

盪   社会教育の充実

施　策

学校教育の充実

内　　　容

学校教育全体を通じた指導の充実 教育総務課

担当課

施　策

社会教育の充実

内　　　容

男女共同参画を推進する講演会への参加促進

男女共同参画を推進する講演会への参加促進

家庭教育の充実

生涯学習課

人権課

生涯学習課

担当課

　教職員や保育関係者を対象として、人権意識の高揚、男女共同参画社会の理念の普及
に関する研修を開催します。

蘯   教育・保育関係者の意識啓発

施　策

教育・保育関係者の
意識啓発

内　　　容

教職員を対象とする研修の実施

保育関係者の意識啓発

教育総務課

子ども課

担当課

○  子どもに対して、性別による固定的な考え方を押し付けていないか確認しましょう。

○  子どものころから、相手を思いやる心を育みましょう。
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基本目標Ⅱ あらゆる分野における男女共同参画の推進

重点プラン３　政策・方針決定の場への女性の参画の促進

　少子化が進行する中、将来にわたり持続可能で活力ある地域社会を築くためには、性
別にかかわりなく、有為な人材を活用していくことが重要です。そのためには、男女が対
等な立場に立ち、あらゆる分野に参画する機会が確保され、一人ひとりが社会における責
任を果たしていくことが求められています。

　しかし、これまでの社会の構造は、男性中心で形づくられ、様々な分野で男女の格差が
みられます。

　「市民意識調査」では、各分野の男女の地位の平等感について、「学校教育の場」で「平
等になっている」が最も多くなったのを除くと、各分野で男性が優遇になっていると感じ
ている人の割合が高く、「社会通念」（70.0%）、「政治の場」（69.1%）、「職場」（66.0%）、「社
会全体」（64.5%）となっており、さらに、男女の認識の差をみると、全分野で女性が性別
による不平等感を感じています。

　国の第３次男女共同参画基本計画では、「市町村の審議会等委員の占める女性の割
合」を平成 32（2020）年までに30%の数値目標を示していますが、善通寺市における各
種審議会への女性委員の登用は、平成23（2011）年度現在、18.3%となっています。

　また、市の管理職に占める女性の割合については平成23（2011）年度現在、22.6%と
なっています。

　市内事業所にあっても、平成23（2011）年度に実施した「善通寺市男女共同参画社会
に関する事業所アンケート」（以下、「事業所アンケート」という。）によると、「女性管理職
が少ない（1割未満）あるいはまったくいない」事業所は88.7%であり、その理由として、
「女性自身が、管理職になることを望んでいない」が23.6%で最も多く、次いで「家庭があ
るので責任ある仕事につけられない」が21.8%、「必要な知識や判断力を有する女性がい
ない」が20.0%となっており、女性に対する人材育成や家庭における夫婦の役割分担の
見直しなどが、管理職登用にあたっての課題となっています。

　さらに、組織や団体などの政策や方針が決められていく過程では、人々は様々なかか
わりを持っていますが、意思決定への参画のあり方については男女間で平等とは受け取
られてなく、男女共同参画社会の形成にとって重要な課題となっています。

　そこで、様々な組織の運営に当たっては、男女を問わず積極的に参画できるよう能力に
応じた登用を促進することが求められています。

現状と課題
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市職員の女性管理職の推移

各種審議会等の女性委員比率の推移
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　市の審議会等の委員への参画については、その平均登用率を国の第３次男女共同参
画基本計画の目標値である「市町村の審議会等委員の占める女性の割合」30%の達成
を、基本計画の目標年度である平成 32（2020）年までとし、その実現に努めます。

　また、企業や各種団体などに対しても女性の登用を働きかけます。

　市の政策決定は市民生活に大きな影響を与えることから、女性職員の採用、管理職へ
の登用に努めます。

施策の方向

盧   政策・方針決定過程への女性の参画の促進

　女性自身の意識や行動の改革を促せるよう、教育・学習機会の充実を図ります。
　また、女性団体などの協力のもと、女性が様々な分野に参画し、リーダーとして責任を
果たせる人材養成を支援します。

盪   人材の養成と情報・資料の収集・整備・提供

施　策

市の審議会等委員
への女性の積極的
登用

企業や各種団体へ
の女性の参画への
推進

女性市職員・教職員
の登用などの推進

内　　　容

市の審議会等の委員への女性登用率の向上のため、「審
議会等の委員への女性の登用推進要綱（案）」に基づき、
女性の積極的な登用推進の要請
女性の登用状況についての調査、情報の提供

市での女性職員の職域拡大と、管理・監督者への女性の
登用の推進

企業や各種団体などへの啓発 商工観光課

人権課

秘書課

担当課

施　策 内　　　容 担当課

○  さまざまな分野に参画できるように市政に関心を持ちましょう。

○  女性の管理職の登用や人材の養成に努めましょう。

女性の人材に関する
情報の収集・整備
・提供

人材に関するデータベースの整備 秘書課
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重点プラン４　男女の仕事と生活の調和を実現できる環境づくり

　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）がとれた生活は、一人ひとりの健康を
維持し、生涯を通じて趣味や学習、育児・介護との両立、地域社会への参画、自己実現を
可能にするなど、社会的責任を果たすとともに、家族と安心して豊かに暮らすうえで重要
なことです。

　「市民意識調査」において、既婚者の男女に、現状に最も近い「家庭での役割分担」に
ついて聞いたところ、「家事」は「主に妻の役割である」が79.9%となっているのに対し、
「収入を得ること」は「主に夫の役割」が59.4%となっており、「男は仕事、女は家庭」とい
う考え方が根強く残っている一方、「収入を得ること」が「夫婦が同じ程度分担する」と回
答した人も 30.8% おり、仕事を持ちながら家事をこなす既婚女性の現状の役割が見て
取れます。

　また、仕事や家庭、地域・社会活動などに対して「希望する時間の使い方ができている
かどうか」について聞いたところ、肯定意見が40.6%、否定意見が35.5%となっています
が、「時間を取りすぎていると思う活動」では、男性では「仕事」の74.0%が最も多く、女
性では「家事・育児・介護」の60.1%が最も多く、その内容が異なります。

　そして、「どのようにすれば、自分が希望する時間の取り方ができるのか」ということに
ついては、男性では「仕事の量が少なくなること」、「仕事のやり方が変わること」がともに
38.2%と最も多く、女性では「配偶者が家事などに参加してくれること」の45.4%が最も
多くなっています。

　働く女性が増える中、男女がともに自分らしい豊かな人生を送るためにも、仕事、家庭、
地域などそれぞれの場面で、固定的な性別役割分担意識を解消することが必要です。

現状と課題

そう思う

0.0

女性

20.0 40.0 60.0 80.0 100.0（%）

どちらともいえない
そう思わない

どちらかといえばそう思う
どちらかといえばそう思わない
無回答

男性

全体 11.6 29.0 14.2 27.7 7.8 9.7

9.4

11.3 28.7

12.0 29.5 12.4 28.9 7.8

16.5 25.9 8.0 9.6

希望する時間の使い方ができているかどうか
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仕事

家事・育児・介護

地域・社会活動

学習・自己啓発

趣味・娯楽

恋人・友人・同僚等と
のコミュニケーション

睡眠・休養

その他

無回答

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0（%）

59.1

49.7
74.0

44.2

60.1
21.1

13.0

11.5
15.4

6.8

8.2
4.9

10.7

5.5
18.7

4.9

3.8
6.5

9.4

7.1
13.0

2.3

1.6
3.3

1.0

全体 男性 女性

時間を取りすぎていると思う活動（複数回答）
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自分が希望する時間の取り方ができるために必要なこと（複数回答）

全体 男性 女性

職場の雰囲気が変わること

仕事の量が少なくなること

仕事のやり方が変わること

配偶者が家事などに参加してくれること

仕事と家事などを両立するための制度

仕事と家事などを両立するための施設

制度の利用が職業経験の上でハンデとならない

その他

無回答

0 10 20 30 40 50（%）

29.9

26.2
35.8

29.9

24.6
38.2

30.2

25.1
38.2

31.5

45.4
11.4

28.6

29.0
28.5

20.5

21.3
19.5

23.1

27.3
17.1

7.5

7.1
8.1

0.6
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　企業に対しては、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）のとれた働き方に取
り組むよう促し、従業員が仕事と育児・介護を両立させ、生涯を通じて充実した人生を
送ることができるような環境づくりを整備する必要があります。

　そのため、企業に対して、職場の意識の変革を促し、育児・介護休業制度の定着を促
進するなど、育児や介護を行う従業員が働きやすい職場環境の整備を働きかけます。

施策の方向

盧   仕事と生活の調和の実現

　少子・高齢・核家族化の進展や地域コミュニティ意識の希薄化によって、地域での「子
育て力」が弱くなる中で、男性の育児への不参加が、母親の孤独感、育児不安、情緒不安
定などに陥りやすい状況を招いています。

　そこで、子育てに関するネットワークの促進や、子育てに不安を感じている母親同士が
身近な相談者となれるよう子育ての仲間づくりを支援し、また、地域の協力により相互支
援を行うシステムや気軽に相談できる支援体制を構築することに努めます。

　それとともに、男性の職場優先の意識を変え、男性も含めた働き方や性別による固定
的な役割分担を見直し、男性が地域社会や家庭生活に参画できるよう意識啓発を推進し
ます。

　さらに、仕事と育児・介護を両立させるためには、家族が協力して、共に担うとともに、
市においては子育てや介護を支援する施策の充実に努めます。

　一方、就労と家庭を一人で担い、精神的、肉体的に厳しい状況に陥りがちなひとり親家
庭が自立を図り、安心して子どもを育てることができるよう関係機関が連携し、日常生活
を支援する各種制度の周知や、就労支援・経済的な支援の充実にも努めます。

盪   地域における子育てや介護支援の充実

施　策

広報・啓発活動の推進

内　　　容

男女共同参画の意識を定着させるための広報・啓発 人権課

担当課

企業の取り組みの促進 男女雇用機会均等法、労働基準法などの周知 商工観光課

市における取り組
みの推進

育児休業など子育てに関連する各種制度の周知、市職員
と教職員の意識改革、業務の合理化の推進など

秘書課
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施　策 内　　　容 担当課

社会全体での子育て支援ネットワークの充実 子ども課

相談・援助体制の充実 子ども課

相談・助言体制づくりの促進 子ども課

保育環境の計画的な整備促進 子ども課

障がい児の療育体制の充実 社会福祉課

障がい児の療育体制の充実 子ども課

母子自立支援員などによる相談 子ども課

民生・児童委員活動の充実 社会福祉課

利用者本位のサービス提供の推進 高齢者課

適正な介護保険制度の運用 高齢者課

救急医療の確保 保健課

子どもの居場所づくりの推進 子ども課

保育所における地域子育て支援サービスの充実 子ども課

子育て支援総合コーディネーターの取り組みの促進 子ども課

子ども課
子育て支援のネッ
トワークの充実

地域における子育
て支援サービスの
充実

放課後児童の健全
育成の充実

ひとり親家庭の自
立支援

質の高い保健・医療
サービスの提供

介護保険制度など
のサービスの充実

乳幼児期からの健康に配慮した食育に関するネットワー
クづくり

子ども課
延長・休日保育、一時保育、病児・病後児保育などの保育
サービスの充実

教育総務課
幼稚園における地域子育て支援サービスの充実
放課後子ども教室の推進

○  家族で、仕事と生活の調和 (ワーク・ライフ・バランス )の取れた働き方を考
　  えましょう。

○  家族が協力して、家事、子育て、介護を行い、女性の負担を軽減しましょう。
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○  仕事優先の職場意識を変えて、育児・介護休業制度の定着を図り、取得しやす
　  い環境づくりに努めましょう。

33

第
２
章
基
本
目
標
と

　
　
重
点
プ
ラ
ン



重点プラン５　雇用等の分野での男女の均等な機会と待遇の確保

　平成17（2005）年に実施された国勢調査によると、女性の従業上の地位は全ての産業
において男性と比較すると、常時雇用の割合が低く、反対に臨時雇用（パート）や家族従
事者等の人数が多く、本市の女性の従業上の地位がまだ低い現状が浮き彫りとなってい
ます。

　また、男女別15歳以上の従業上の地位を見ると、女性の経営者・役員等の会社運営
の管理的な社会的地位は全体の約 25%と低く、女性が男性にくらべ経済社会に十分に
参画できていない状況にあります。

　さらに、女性の年齢階級別就業率の状況をみると、年齢階層で就業率は上昇している
ものの、30 代で落ち込む、いわゆる「Ｍ字カーブ」を描いています。

　「市民意識調査」にあっても、女性の職業へのかかわり方について、「夫は外で働き、妻
は家庭を守るべきである」、「子どもが大きくなったら再び（職業を）持つほうがよい」とい
う考えが多く支持されており、結婚、出産、子育て期に就業を中断する現状がうかがえま
す。

　しかしながら、30 代は職業人としてキャリアを形成する重要な時期にあたり、この時
期に仕事を離れることは、その後の男女間の格差に影響していると考えられます。

　そこで、働きたい人が性別に関わりなくその能力を十分に発揮して経済社会に参画す
る機会を確保するため、希望する女性が出産、子育て、介護などにより就業を中断するこ
となく継続することができるよう支援するとともに、仕事の質の向上を促進する必要があ
ります。

　また、「Ｍ字カーブ問題」の解消に向けて雇用等における男女の均等な機会と待遇の確
保に加えて、固定的性別役割分担意識の解消、長時間労働の抑制や子育て支援策の充
実等による仕事と生活の調和など関係する様々な総合的な取り組みが必要です。

現状と課題

　男女雇用機会均等法などの法令の周知を図るとともに、男女の賃金格差、昇進・昇格
の格差の是正などについて企業などに働きかけ、性別にかかわりなく、能力が発揮でき
る職場環境づくりを促進します。

施策の方向

盧   雇用の分野での男女の均等な機会と待遇の確保対策の推進

施　策 内　　　容 担当課

男女雇用機会均等
法等の履行確保

男女雇用機会均等の確保の促進 商工観光課
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　労働基準法や男女雇用機会均等法に基づく健康管理に関する規定を順守するよう企
業に対し、広報・啓発を行います。

盪   働く男女の健康管理対策の推進

　雇用・就業形態の多様化の中で、労働者がライフスタイル等に応じた働き方を選択で
き、適正な処遇・労働条件が確保されることは、特に、女性の能力発揮の促進を図るうえ
で重要な課題となっています。

　パートタイム労働者等の労働条件向上のため、関係機関と連携して、「短時間労働者の
雇用管理の改善等に関する法律」と指針を周知するための広報・啓発を行うとともに、
再就職希望者に対しては就業のための能力開発を促進します。

　また、育児・介護休業制度の定着を促進するなど、労働者が働き続けやすい環境を
整備するよう企業に広報・啓発を行います。

蘯   多様な生き方、多様な能力の発揮を可能にする雇用環境等の整備

施　策 内　　　容 担当課

働く男女の健康管
理対策の推進

労働基準法、男女雇用機会均等法とその指針の周知のた
めの広報・啓発

商工観光課

施　策 内　　　容 担当課

再就職に向けた支援 企業主に対する再雇用制度の普及啓発 商工観光課

再就職に向けた支援 休職中の一時保育事業についての周知 子ども課

○  女性が安心して仕事に取り組めるよう家族全員が支援しましょう。

○  女性が能力を発揮できる環境の整備に取り組みましょう。

○  男女雇用機会均等法などの法令を順守し、採用・配置・昇進などで性別による差
　  別的な取り扱いをしないようにしましょう。
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重点プラン６　地域活動における男女共同参画の促進

　地域活動は、就労とともに私たちが社会生活を営むうえで重要な一面を担っており、こ
のような身近な場での男女共同参画の推進は意義があります。地域では、少子高齢化が
進み、地域のつながりの希薄化が指摘される中、男女がともに地域活動を担っていくこと
がますます求められています。

　しかしながら、本市の単位自治会の女性の会長の割合は、平成21（2009）年度の7.8%
から平成23（2011）年度の10.8%と3ポイント増加しているものの、自治会長全体の1割に
過ぎません。

　また、「市民意識調査」では、「地域活動の場」での男女の地位の平等感について、「男
性優遇」が44.3%に対し、「女性優遇」が6.7%と感じており、こうした活動が特定の性別、
年齢層で担われ、自治会などの地域における方針決定過程において女性の参画が乏しい
現状がうかがえます。

　地域の生活上の課題を市民自らが解決することは地域づくりの原点であり、責任ある
立場は男性が担うといったこれまでの意識や活動のあり方を見直し、すべての人が地域
の住民として多様な意見を出し合い、協力する意識を持つよう働きかけることが必要で
す。

現状と課題

0.0
平成19（2007）年度 平成20（2008）年度 平成21（2009）年度 平成22（2010）年度 平成23（2011）年度

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

7.3

8.0

香川県

12.0
（%）

7.8

8.6
9.0

7.8

10.8

6.4

8.7

9.2

善通寺市

女性の自治会長の割合の経年変化
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　地域活動における特定の性別や年齢による固定的な役割分担意識をなくし、地域で
暮らす誰もが地域社会の担い手となる意識を持つよう啓発し、地域活動の活性化に努め
ます。

　特に、地域社会とのかかわりが希薄になっている市民に対して、文化活動も取り入れる
など積極的な参画を促します。

　地域における防災分野において、男女共同参画の視点を踏まえ、多様な人々の参画を
促進するため、広報・啓発に努めます。

施策の方向

盧   地域活動における男女共同参画の促進

施　策 内　　　容 担当課

地域の課題解決の
ための男女共同参
画の推進

地域社会への男女
の共同参画の促進

課題解決型実践的活動への取り組み 政策課

地域リーダーの養成 政策課

地域ネットワークの構築支援 政策課

地域におけるさまざまな活動への女性の参画促進 政策課

自主防災組織の育成強化

防災分野など地域における多様な分野への女性の参画
拡大

防災管理室

防災管理室

男性が優遇

0.0

女性

20.0 40.0 60.0 80.0 100.0（%）

平等になっている
女性が優遇

どちらかといえば男性が優遇
どちらかといえば女性が優遇
わからない

無回答

男性

全体 9.1 35.2 30.9 4.4

0.8

5.9 13.7

3.9

16.8 4.8

5.0 6.6

12.2 38.1 5.422.0

0.6

31.1 43.0

1.1

9.4

各分野の男女の地位の平等感「地域活動の場」
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○  市民一人ひとりが、防災を含む地域活動に関心を持ち、積極的に参加しましょう。

○  自治会など、各種団体の活動方針の立案や決定に、男女ともに積極的に関わりまし
　  ょう。

○  地域活動に取り組む際、固定的な性別役割分担意識がないか確認し、あれば見直
　  しましょう。
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基本目標Ⅲ 男女がともに安心して暮らせる環境づくり

重点プラン７　男女共同参画を阻害する暴力等への取り組み

　配偶者等からの暴力やセクシュアル・ハラスメントは、時として、被害者の身体だけで
なく精神面においても重大な危害を与えることもあり、男女共同参画社会を形成していく
うえで克服すべき重要な課題です。

　さらに、女性への暴力についての大きな問題点は、単に男女間の問題として扱われがち
で、表面化しにくいことです。特に、ドメスティック・バイオレンス（以下、「ＤＶ」という。）
については、身体的暴力、心理的暴力、経済的暴力、性的暴力など多様な形態で、かつ複
合化されたものが個人的な環境の中で行われるため、周囲の人たちが気付かないうちに
エスカレートし、被害が深刻化します。

　一方、近年、インターネットや携帯電話等の普及を背景に、子どもたちが性犯罪に巻き
込まれる事件も発生していることから、新たな視点での対応が求められています。

　「市民意識調査」では、配偶者・恋人からの暴力被害について、経験がないという回答
が80.7%を占める一方、女性では被害経験が11.8%、加害経験が 0.8%、両経験が4.2%
に対し、男性では被害経験が1.1%、加害経験が7.4%、両経験が6.3%となっています。

　また、その内容は、「大声でどなる」58.0%、「身体的暴力（命の危険を感じる身体的暴力
と医者の治療が必要な身体的暴力とそれ以外の身体的暴力を合せた割合）」55.1%、「物
を投げつける」32.6%の順になっていますが、そのうち女性では、「生命の危険を感じる
身体的暴力」が3.6%、「医者の治療が必要な身体的暴力」が6.0%と決して看過できない
状況も見えています。

　「事業所アンケート」では、職場におけるセクシュアル・ハラスメントを防止するための
取り組みとして、「従業員からの苦情等があった場合は、真摯かつ迅速に対応している」
が37.1%と最も多く、ついで「防止のための社内規定の明示」や「苦情相談体制の整備」
もそれぞれ25.8%でした。ただ、「特に何もしていない」も37.1%ありました。

　こうした状況を踏まえ、女性への暴力の根絶に向けて、社会的気運の醸成を図るため
の啓発が課題となっています。

　また、表面化していない被害の早期発見に向け、市民自らの意識の向上と被害者自身
が安心して安全に相談できる体制などの取り組みが求められています。

現状と課題
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全体 男性 女性

家庭で子どもに対し、教育する

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0（%）

55.7

57.3
54.3

学校等で児童等に対し、教育する
49.0

52.7
44.6

地域で、研修会イベント等を行う
19.6

18.2
21.8

メディアを活用し広報等を行う
27.3

29.3
25.1

暴力をふるったことのある者に教育を行う
36.1

36.9
35.5

加害者への罰則を強化する
37.1

35.5
39.9

暴力を助長する情報を取り締まる
33.4

36.7
29.5

その他
6.5

6.0
7.2

特にない
4.8

4.4
5.5

無回答
1.0

セクシュアル・ハラスメント防止のための取り組み【市民意識調査】（複数回答）
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セクシュアル・ハラスメント防止のための取り組み【事業所アンケート】（複数回答）

6人以上9人以下 20人以上

25.8

29.4
44.0

0.0

8.1

23.5
4.0

0.0

25.8

29.4
36.0

11.1

37.1

41.2
56.0

11.1

1.6

5.9
0.0

0.0

4.8

5.9
4.0

5.6

37.1

29.4
24.0

66.7

3.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0（%）

全体

現在、検討中または計画中である

その他

従業員からの苦情・相談があった場
合には、真摯かつ迅速に対応してい
る　　　　　　　　　　　　　  

セクシュアル・ハラスメントに対する会
社の姿勢、防止のための具体的対策
などを社内規定等でとりまとめ、従業
員に対して明示している　　　　　  

従業員が留意すべき事項に関し、従
業員に対し、研修などにより啓発して
いる　　　　　　　　　　　　  

苦情・相談体制を整備し、従業員に
周知している　　　　　　　　　

特に何もしていない

無回答

10人以上19人以下
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　ＤＶ等の暴力は、潜在化しがちであることから、社会的な問題と認識されにくいため、Ｄ
Ｖをはじめとするあらゆる暴力を許さないという社会意識を浸透させるための広報活動
と意識啓発に取り組むとともに、若年層を対象とした予防教育啓発を行います。

　また、被害者が安心して相談や救済を求めることができるよう、各相談の窓口におい
ては、女性の人権に配慮し、当事者の視点に立った、相談、カウンセリング体制の充実を
図ります。

施策の方向

盧   女性への暴力を根絶するための基盤づくり

　配偶者からの暴力は、時として、生命の危険を感じるほどの身体的暴力を伴うなど犯罪
行為をも含む重大な人権侵害であるという広報・啓発を推進します。

　また、子ども女性相談センターや警察との連携のもと、被害者に対する相談支援体制
の充実に努めます。

　さらに、被害者の様々な問題に対処するため、緊急一時保護施設や自立支援施設等と
連携し、相談から自立につなぐ支援体制を充実します。　

盪   配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護等の推進

施　策 内　　　容 担当課

社会的認識の徹底
と暴力の発生を防
ぐ環境づくり

体制整備の推進

若年層を対象とするＤＶ等の予防啓発 人権課

「善通寺市人権教育・啓発の基本指針」の施策の推進 人権課

犯罪の防止に配慮した安全、安心まちづくり 市民課

女性への防犯指導の実施 市民課

関係機関連携の促進 人権課

政策課
ボランティア、他自治体との連携による女性を守る施策
の推進

担当職員の研修の充実

市民課

秘書課

法制度の的確な運用と「人権相談」「生活相談」の周知及
び相談の実施

施　策 内　　　容 担当課

広報・啓発の推進
広報・啓発の推進 人権課

若年層を対象とした人権講演会の開催の情報提供 人権課
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　セクシュアル・ハラスメントを防止するため、広報誌、ホームページ等で、周知・啓発を
行います。企業には、男女雇用機会均等法に基づく企業主の雇用管理上の配慮義務が
あることを周知し、その防止対策を徹底するよう働きかけます。

盻   セクシュアル・ハラスメント防止対策の推進

　子どもに対する性暴力をなくすため、積極的な広報・啓発を推進します。
　被害者のプライバシーに十分配慮したうえで、関係機関と連携し、相談、一時保護等、
心身の状況に応じた適切な対応に努めます。

　インターネット上の有害情報から子どもを守るため、児童生徒に対する情報モラルの
指導の充実を図るとともに、保護者への啓発に努めます。

蘯   子どもに対する性暴力の根絶に向けた対策の推進

施　策 内　　　容 担当課

被害者の保護、自立
支援体制の充実

相談体制の充実

子ども女性相談センターや警察における相談窓口の情
報提供

子ども課

「人権・法律相談」「生活相談」の実施及び警察等との連携 市民課

緊急保護施設、一時保護施設などとの連携 子ども課

広域連携による保護の情報提供 子ども課

施　策 内　　　容 担当課

情報モラルの育成

子どもに対する性暴
力への厳正な対処

被害者への適切な
対応

子ども女性相談センター、教育委員会など関係機関との
連携強化

子ども課

子ども女性相談センター、子ども課など関係機関との連
携強化

教育総務課

「人権・法律相談」「生活相談」の実施及び警察等との連携 市民課

子どもに対する情報モラルの指導 教育総務課

ＰＣ・携帯電話の有害サイトのアクセス制限の啓発 教育総務課

施　策 内　　　容 担当課

セクシュアル・ハラ
スメント防止対策
などの推進

広報・啓発の推進 人権課
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○  ＤＶ等の暴力は、重大な人権侵害であるとの認識を持ち、絶対に許さないとの姿勢
　  を示しましょう。

○  ＤＶ等について理解を深めましょう。

○  女性への暴力や相手の気持ちを傷つけるようなことはやめましょう。

○  身近な人が被害にあったときは、関係機関に相談するように勧めましょう。

○  セクシュアル・ハラスメントのない、明るい職場環境を作りましょう。

○  セクシュアル・ハラスメント防止に取り組み相談体制を整えましょう。

彼女いないの？

年いくつだっけ？

なぜ結婚しないの？
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重点プラン８　生涯を通じた女性の健康づくりへの支援

　男女がそれぞれの身体の特性を十分に理解し、互いを尊重しつつ、思いやりを持って
生きていくことは、男女共同参画社会の形成には不可欠なものです。

　女性は思春期・妊娠・出産期、子育て期、更年期、高齢期といったライフステージによ
り、それぞれ特有の健康上の課題があり、健康に関する正確な知識と健康づくりに対す
る意識が求められています。

　本市では、生涯を通じた健康の管理・保持増進のための取り組みを推進しています
が、今後も引き続き、一人ひとりが充実した生活を送れるよう、地域活動とも連携した支
援の強化が必要です。

　また、妊娠・出産が女性固有のものであることから、性と生殖に関する問題について
は、男女が互いを尊重しつつ、その決定権は女性自らが持つという性と生殖に関する健
康と権利（リプロダクティブ・ヘルス /ライツ）に関する意識の啓発が重要となっていま
す。

現状と課題

　女性自身が生涯を通じて主体的に健康づくりに取り組むことができるため、女性のラ
イフサイクルに応じた健康の重要性について正しい認識を持つことができるよう、病気の
予防と健康の増進に関する知識の普及啓発に努めるとともに、心の悩みも含めた相談体
制の整備や、食育の推進を図ります。

　また、女性特有のがんに関する知識や妊娠・出産期、更年期、高齢期の人生の節目に
あった適切な健康対策を推進します。

施策の方向

盧   生涯を通じた女性の健康支援

施　策 内　　　容 担当課

生涯を通じた健康
の管理・保持増進の
ための取り組みの
充実

健康相談・健康教育等の保健事業 保健課

成人期、高齢期における健康診査、検診の推進 保健課

心の健康相談・自殺予防など、男女の心の健康の維持 社会福祉課

食育の推進 保健課

女性特有のがん対策の推進 保健課

歯の健康づくり（8020運動）の推進 保健課
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　HIV/エイズや性感染症、薬物乱用など、健康をおびやかす問題についての広報・啓
発や相談体制の充実に努めます。

　学校教育を通じて発達段階に応じ、喫煙や飲酒についての健康被害やHIV/エイズや
性感染症、薬物乱用の有害性などに関する正確な知識や情報を提供し、被害防止に努め
ます。

蘯   健康をおびやかす問題への対策の推進

　女性が働きながら安心して子どもを産むことができる職場環境を整備することは、女
性の能力を発揮するうえでも、また、生涯を通じた女性の健康保持の観点からも重要な
課題です。

　特に、妊娠中や出産期は、女性にとって健康管理が特に重要であり、加えて出産後も継
続して働き続ける女性が増加していることから、安心して産み育てる環境整備を支援して
いきます。

　また、同様に、出産を控え精神的に不安定になるマタニティブルー、周産期や育児期の
うつ病など、この時期女性特有のメンタルヘルスへの対応を企業とともに支援していきま
す。

盪   妊娠や出産期における心身及び健康の保持増進のための支援

施　策 内　　　容 担当課

妊娠・出産などに関
する健康教育・相談
支援等の充実

母乳育児の普及 子ども課

「いいお産」の普及啓発 子ども課

心の健康管理及び相談窓口の整備 社会福祉課

施　策 内　　　容 担当課

健康をおびやかす
問題への対策の推
進 学校における薬物乱用防止の指導の充実 教育総務課

HIV/エイズ・性感染症対策の推進 保健課

さらに、子どもの健全な育成のため、子育て家庭への育児支援を行います。

○  男女の心と体の違いについて理解を深めましょう。

○  充実した人生を送るため、日頃から健康づくりに努めましょう。

○  産前、産後並びに育児によるストレスが緩和できるよう家族みんなで支援しましょう。
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○  女性が働きながら子どもを育てるために、育児休業や育児のための短縮時間勤務
　  を導入するなど、職場環境の見直しを図りましょう。

○  妊娠中、出産期には従業員の健康管理に配慮しましょう。

○  心身の健康保持のために検診の充実に努めましょう。
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重点プラン９　すべての人が安心して暮らせる条件の整備

　本市の65歳以上の人口比率は26.3％であり、そのうち女性の割合は58.6％ですが、
75歳以上になると女性の割合は62.3％を超えています（平成24（2012）年 4月現在）。

　同じく世帯の状況をみると、高齢者の単独世帯が増加していることから、市内では高
齢女性の一人暮らしが増加していることを意味しており、高齢者の問題は、女性の問題で
もあるといえます。女性が生涯にわたって安心して生活できる社会を実現するには、高齢
者のための社会的支援を整備することが重要です。

　高齢者にあっても、その多くは、介護を必要としない方々であり、社会参加や就労意欲
も旺盛であるといわれています。

　そこで、高齢者の社会参加を促進するように、多様な分野における学習活動、地域活
動などに参加する機会を促進したり、就労希望者には情報提供したりするなどの支援が
求められています。

　一方、高齢化の進展に伴い介護を必要とする人たちも増加しており、それを担うのは主
に妻の役割となっている現状があります。

　女性に偏っている介護負担を家族がみんなで担えるよう、介護に関する知識を普及啓
発するとともに、介護を社会全体で負担するように介護保険制度の円滑な運営を図る必
要があります。

　さらに、本市の障がい者数も増加傾向にあり、障がいの重度化、高齢化の傾向が顕著
になっています。

　そこで、支援を必要とする高齢者や障がい者が、住みなれた地域社会の中で、安全に
安心して暮らせるよう、地域で支えあう仕組みを充実することが課題となっています。

　また、高齢者や障がい者、同和地域出身などで社会的に不利な状況にある人たちが、
女性であるという理由でさらに不利益を受けることがないように、男女共同参画の視点
を持って、自立生活を支援することも必要です。

現状と課題

　老人クラブ活動、地域におけるボランティア活動など地域活動への積極的な参加を促
進します。

　高齢者の就業機会の確保を図り、生きがいをもって社会参加できるよう、シルバー人
材センター事業の登録支援を促進します。

　障がい者の持てる能力を引き出すための就労支援などを行うとともに、スポーツや文
化活動など社会活動の場の拡大に努めます。

　その際、障がい者等への広報の工夫、アクセス手段、「居場所づくり」への支援等を行
います。

施策の方向

盧   高齢者や障がい者が安心して暮らせる条件の整備
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施　策 内　　　容 担当課

寿大学・婦人中央学級の内容の充実 市民会館

老人クラブ活動の促進 高齢者課

シルバー人材センターの登録支援 高齢者課

障がい者の働き場の情報提供と就労支援 社会福祉課

障がい者の雇用促進 社会福祉課

ユニバーサルデザインの推進 社会福祉課

心のバリアフリーの推進 社会福祉課

心のバリアフリーの推進 高齢者課

福祉のまちづくりの推進 社会福祉課

救急医療の確保 保健課

社会福祉課高齢者の自立と社
会参加の促進

障がい者の自立と
社会参加の促進

みんなにやさしい
社会の形成

介護予防（健康長寿
づくり）の推進

地域における日常的な支え合い体制づくり活動などへの
参加促進

社会福祉課障がい者のスポーツ・文化活動の積極的な参加促進

高齢者課
老人保健福祉計画・介護保険事業計画に基づく総合的な
推進体制の強化

高齢者課
地域における日常的な支え合い体制づくり活動などへの
参加促進

　高齢者や障がい者が利用しやすいようユニバーサルデザインによるまちづくりを推進
します。

　高齢者や障がい者が住み慣れた地域社会の中で、安全で安心して生活ができるよう、
声かけや見守り活動を充実するとともに、在宅福祉サービスの充実に努めます。

利用者本位のサービス提供の推進 高齢者課

適正な介護保険制度の運用 高齢者課

民生委員などによる声かけ見守り活動の充実 社会福祉課

高齢者の在宅福祉サービスなどの充実 高齢者課

高齢者の権利擁護 高齢者課

質の高い保健・医療
サービスの提供

介護保険制度など
のサービスの充実

高齢者などの在宅
環境の整備
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　高齢期の女性、障がいを持つ女性、同和地域の女性などには、複合的に困難な状況に
置かれています。そのため、それぞれの人権課題に配慮したうえで、そうした人たちが安心
して暮らせる環境の整備を促進します。

盪   人権課題への配慮を必要とする女性への支援

施　策 内　　　容 担当課

障がい者をみんなで
支える社会の構築

相談支援体制の充実 社会福祉課

障がい者の在宅福祉サービスなどの充実 社会福祉課

地域生活移行の推進 社会福祉課

多様な障がいへの対応 社会福祉課

施　策 内　　　容 担当課

人権問題への対応 「人権教育・啓発の基本指針」に基づく教育・啓発の推進 人権課

○  高齢者や障がい者が安心して暮らせるようお互いに地域の情報を共有化しましょう。

○  老人クラブやシルバー人材センター事業に積極的に参加しましょう。

○  一人ひとりがお互いの個性や価値観の違いを認め合いましょう。

○  ユニバーサルデザインに関心を持ち、高齢者、障がい者への配慮に心がけましょう。
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１ プランの推進体制

（1）善通寺市人権政策審議会の機能発揮

　男女共同参画の効果的な推進には、外部機関として条例に基づき設置された審議
会の役割が重要です。善通寺市が実施する男女共同参画に関する施策の進捗状況や
効果について評価・提言を行うため、善通寺市人権政策審議会の機能が十分に発揮
されるよう努めます。

（2）市長を本部長とする推進本部の機動的開催

　男女共同参画に関する施策を一体的に推進するため、市長を本部長、副市長を副
本部長とし、各部長を部員とする男女共同参画推進本部を機動的に開催し、施策の
総合的かつ効果的な推進を図るとともに、施策の内容や進捗状況などの評価・見直
しを行います。
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２ 目標とする指標

　男女共同参画プランを実効性のあるものとして着実な推進を図るため、男女共同参画推
進にかかる指標を設定します。

男女共同参画の視点に立った制度・慣行の見直しⅠ

「男女共同参画週間」、「人権週間」の
周知

内　　　　容 成果目標の名称 単位 担当課
平成21

（2009）年度
（実績）

平成32
（2020）年度
（目標）

かがわ男女共同参画推進員の研修
会への参加促進

「男女共同参画社会基本法」、「善通寺
市男女共同参画プラン」などの周知

男女共同参画を推進する研修会への
参加促進

人権啓発に関する広報

人権講演会や研修会の開
催回数

かがわ男女共同参画推進
員の参加延べ人数

市の男女共同参画の状況
についての満足度

市民意識調査・事業所ア
ンケートの実施

ホームページのアクセス
数

人権擁護委員による人権
相談回数

学校教育環境についての
満足度

生涯学習関連の講座・教
室の参加者数

男女共同参画を推進する
講演会への参加

保育士研修及び人権保育
研修への参加

人権啓発事業の実施回数

回 6 10 人権課

人 4 6 人権課

男女共同参画に関する情報の収集

男女共同参画に関する情報の提供

男女共同参画に関するホームページ
の充実

県等との連携及び男女共同参画に関
する総合的な相談体制の充実

学校教育全体を通じた指導の充実

男女共同参画を推進する講演会への
参加促進

保育関係者の意識啓発

人権課市ホームページへの掲載

％ 16.0 人権課

回 0 1 人権課

回 0 10,000 人権課

回 12 12 人権課

％ 26.2 教育総務課

人 7,949 9,000 生涯学習課

回 0 1 人権課

回 12 20 子ども課

回 7 12 人権課

回 2 12 人権課
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あらゆる分野における男女共同参画の推進Ⅱ

市の審議会等の委員への女性登用率
の向上のため、「審議会等の委員への
女性の登用推進要綱」(案）に基づき、
女性の積極的な登用推進の要請、 女
性の登用状況についての調査、情報の
提供

内　　　　容 成果目標の名称 単位 担当課
平成21

（2009）年度
（実績）

平成32
（2020）年度
（目標）

審議会などにおける女性
委員の比率

％ 18.9 30.0 人権課

市職員の女性管理職の
登用

市での女性職員の職域拡大と、管理・
監督者への女性の登用の推進

男女共同参画の意識を定着させるた
めの広報・啓発

％ 14.5 秘書課

男女共同参画の意識の定
着のための広報

回 0 1 人権課

男女雇用機会均等法、労働基準法な
どの周知

社会全体での子育て支援ネットワー
クの充実

市広報への掲載による啓
発

パソコン及び携帯電話で
の情報提供に係るアクセ
ス件数

回 0 1 商工観光課

件 20,561 35,000 子ども課

乳幼児期からの健康に配慮した食育
に関するネットワークづくり

保育所献立検討会・離乳
食及び幼児食講習の開催

回 36 48 子ども課

相談・援助体制の充実
子育て支援に関する活動
参加希望率

％ 18.2 子ども課

子育て支援総合コーディネーターの
取り組みの促進

子育て支援体制の状況 ％ 25.0 子ども課

病児・病後児保育実施施
設数

カ所 2 3 子ども課

一時保育実施保育所数 カ所 1 2 子ども課延長・休日保育、一時保育、病児・
病後児保育などの保育サービスの
充実 延長保育実施保育所数 カ所 7 7 子ども課

休日保育実施保育所数 カ所 1 2 子ども課

相談・助言体制づくりの促進
サービス情報等に関する
利用者からの相談件数

件 696 1,000 子ども課

保育所における地域子育て支援サー
ビスの充実

地域子育て支援センター
開設数

カ所 1 3 子ども課

保育環境の計画的な整備促進
児童環境づくり推進委員
会の開催

回 1 2 子ども課

障がい児の療育体制の充実 児童デイサービス利用者数 人 16 社会福祉課
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内　　　　容 成果目標の名称 単位 担当課
平成21

（2009）年度
（実績）

平成32
（2020）年度
（目標）

母子自立支援員などによる相談
資格取得のための修業人
数

人 1 8 子ども課

民生・児童委員活動の充実
子どもに関する相談･支援
件数

労働基準法、男女雇用機会均等法と
その指針の周知のための広報・啓発

労働基準法、男女雇用機
会均等法とその指針の周
知のための広報・啓発

件 954 1,000 社会福祉課

回 0 1 商工観光課

企業主に対する再雇用制度の普及啓
発

パンフレット配布による
啓発

回 1 1 商工観光課

休職中の一時保育事業についての周
知

パソコン及び携帯電話に
よる情報提供に係るアク
セス数

件 20,561 35,000 子ども課

地域におけるさまざまな活動への女
性の参画促進

コミュニティ活動（地域活
動）・ボランティア活動へ
の参加状況

％ 23.7 政策課

自主防災組織の育成・強化
1年間に、防災・防災訓練
に参加したことがある人

％ 11.2 防災管理室

防災分野など地域における多様な分
野への女性の参画拡大

防災会議の女性委員の
比率

％ 0 防災管理室

課題解決型実践的活動への取り組み
女性団体からの提案事業
数

件

－
H23年度
新規事業

4 政策課

障がい児の療育体制の充実 障がい児保育実施施設数 カ所 7 7 子ども課

子どもの居場所づくりの推進 つどいの広場開設数 カ所 2 3 子ども課
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男女がともに安心して暮らせる環境づくりⅢ

内　　　　容 成果目標の名称 単位 担当課
平成21

（2009）年度
（実績）

平成32
（2020）年度
（目標）

広報による予防啓発
若年層を対象とするＤＶ
等の予防啓発

善通寺市人権政策審議会開催
「善通寺市人権教育・啓
発の基本指針」の施策の
推進

DV、セクシュアル・ハラスメント、相談
窓口の広報・啓発

広報・啓発の推進

若年層を対象とした人権講演会の
広報

若年層を対象とした人権
講演会の開催の情報提
供

夫からの暴力等による女性相談件数

子ども女性相談センター
や警察における相談窓口
の情報提供

一時保護施設への保護件数
緊急保護施設、一時保護
施設などとの連携

DV等女性相談に係る子ども女性相
談センター他、関係機関への情報提
供数

広域連携による保護の情
報提供

要保護児童対策地域連絡協議会の
開催

子ども女性相談センター、
教育委員会など関係機関
との連携強化

保健事業への参加者数
健康相談・健康教育等の
保健事業

胃がん・大腸がん・前立腺がん・肺がん
検診受診率

成人期、高齢期における
健康診査・検診の推進

ふれあいポート善通寺延べ利用者数
心の健康相談・自殺予防
など、男女の心の健康の
維持

食育推進事業への参加者食育の推進

乳がん・子宮頸がん検診受診率
女性特有のがん対策の
推進

成人歯科健康診査実施数
歯の健康づくり（8020運
動）の推進

妊婦一般健康診査利用率「いいお産」の普及啓発

回 2 4 人権課

回 5 4 人権課

回 2 3 人権課

回 0 2 人権課

件 14 0 子ども課

件 5 0 子ども課

件 5 0 子ども課

回 4 6 子ども課

人 20,094 21,000 保健課

％ 37.3 50.0 保健課

人 461 社会福祉課

人 6,887 7,200 保健課

％ 25.0 50.0 保健課

人 147 300 保健課

％ 73.7 90.0 子ども課

56

第
３
章

プ
ラ
ン
の
推
進



内　　　　容 成果目標の名称 単位 担当課
平成21

（2009）年度
（実績）

平成32
（2020）年度
（目標）

母乳育児の普及率母乳育児の普及

寿大学・婦人中央学級参加人数
寿大学・婦人中央学級の
内容の充実

老人クラブ会員数老人クラブ活動の促進

福祉ボランティア登録者数地域における日常的な支
え合い体制づくり活動な
どへの参加促進 ボランティア登録団体数

社会福祉協議会会員世帯

地域における日常的な支
え合い体制づくり活動な
どへの参加促進

シルバー人材センター会員数
シルバー人材センターの
登録支援

訓練等給付(就労支援など）の支給
決定者数

障がい者の働き場の情
報提供と就労支援

就労移行支援利用件数障がい者の雇用促進

地域活動やスポーツ・文化活動に参
加している障がい者数

障がい者のスポーツ・文
化活動の積極的な参加

相談支援事業所（精神）の利用件数
と実利用人数

心のバリアフリーの推進

高齢者支援体制の満足度
利用者本位のサービス提
供の推進

要介護認定率
適正な介護保険制度の
運用

見守り・声かけの訪問回数
民生委員などによる声か
け、見守り活動の充実

居宅生活介護実利用者数
障がい者の在宅福祉サー
ビスなどの充実

相談支援事業所（身体・知的）の利用
件数と実利用人数

相談支援体制の充実

移動支援事業の支給決定者数地域生活移行の推進

％ 45.8 60.0 子ども課

人 3,444 高齢者課

人

寿大学
(2,864人）

・婦人中央学級
（1,440人）

寿大学
(3,000人）

・婦人中央学級
（1,500人）

市民会館

人 807 900 社会福祉課

団体 31 35 社会福祉課

世帯 9,209 社会福祉課

人 1,229 高齢者課

件 27 社会福祉課

件 5 社会福祉課

人 26 社会福祉課

件
（人）

570
（25）

社会福祉課

％ 28.5 高齢者課

％ 13.4 高齢者課

回 18,504 19,400 社会福祉課

人 32 社会福祉課

件
（人）

10,106
（177）

社会福祉課

件 49 社会福祉課
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３ プランの施策実施状況の管理

　男女共同参画に関する施策を推進するため、個々の施策の進捗状況について定期的
に調査し、評価、見直しした結果を毎年度公表するなど、プランの進行管理を行いま
す。

４ 関係機関との連携

　プランが目標とする男女共同参画社会の形成に向けた取り組みは、国や県などの動き
と連動しながら進める必要があり、そこで、国・県・近隣市町や男女共同参画を推進する
組織・団体等との連携・協力体制を強化し、研修や啓発活動等の一体的な取り組みを
推進します。

５ 市職員の意識啓発

　市職員の男女共同参画の意識の定着を図り、全庁的に男女共同参画の視点に立った
施策を推進するため、研修などを通して管理職員や一般職員の意識啓発に努めます。

６ 市民の参加、協力、理解の促進

　男女共同参画社会を実現するためには、行政の取り組みとともに市民の積極的な参加
と協力が重要です。

　そこで、男女共同参画社会の形成に関する情報を収集し、職場、家庭、地域等あらゆ
る分野において、自主的な取り組みが図られるよう市広報・ホームページ等での情報や学
習機会の提供を行います。

７ 推進のための調査、情報の収集と提供

　男女共同参画社会の形成についての市の実態把握のために、定期的に市民意識調査
・企業アンケートを実施します。
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１ 関連指標

２ 男女共同参画社会に関するアンケートの概要

＜調査対象者の属性＞

　本プランは、「善通寺市人権政策審議会」の意見や提案を踏まえて策定しています。

　策定の過程では、「善通寺市人権政策審議会」の意見を尊重するとともに、平成24

（2012）年2月に善通寺市在住の20歳以上から79歳までの男女2,000人を対象に実施した

「男女共同参画社会に関する意識調査」及び市内の6名以上の従業員が勤務している100

事業所を対象に実施した「男女共同参画社会に関する事業所アンケート調査」の結果及び

パブリックコメントをとおして寄せられた市民の意見や要望を踏まえて策定しています。

調 査 対 象

抽 出 方 法

調 査 方 法

有 効 回 収 数

調 査 期 間

市内に在住する20歳以上から79歳までの男女（Ｈ24.1.1現在）

層化二段無作為抽出法

郵送配布・郵送回収

867人（有効回収率43.4％） 　男：363人・女：499人　無回答：5人

平成24（2012）年2月2日～2月13日

◇ 年齢別・性別集計

性別

男性

女性

無回答

合計

回答数 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70～79歳 無回答

363

499

5

867

40

41

81

57

66

123

39

68

107

60

93

153

97

122

219

70

109

179

5

5

（単位  ： 人）

市民意識調査§ §
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調 査 対 象

抽 出 方 法

調 査 方 法

有 効 回 収 数

調 査 期 間

市内の6名以上の従業員がいる100事業所を対象（Ｈ24.1.1現在）

無作為抽出法

郵送配布・郵送回収

62事業所（有効回収率62.0％）

平成24（2012）年2月17日～2月29日

事業所アンケート調査§ §

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0（%）

男性 女性 無回答

41.9

無回答
0.5％

無回答
0.6％ 20～29歳

9.3％

30～39歳
14.2％

40～49歳
12.3％

50～59歳
17.6％

60～69歳
25.3％

70～79歳
20.6％男性

41.9％

女性
57.6％

57.6 0.5

50.649.4

46.3 53.7

63.636.4

39.2 60.8

55.744.3

39.1 60.9
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29.0 27.4 40.3 3.2

建設業
16.1％

製造業
29.0％

運輸業
9.7％

卸売・小売業
17.7％

金融・保険業
9.7％

医療・福祉業
6.5％

サービス業
3.2％

その他
4.9％ 農林漁業

1.6％

事業所数

電気・水道・
ガス・熱供給業

1.6％

集計項目 6人以上
9人以下

10人以上
19人以下

20人以上 無回答 合計

全　体 40.3 3.229.0 27.4 100.0

0.0

全体

20.0

6人以上9人以下 10人以上19人以下 20人以上 無回答

40.0 60.0 80.0 100.0（%）

（単位：%）
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9.1

0.0 50.0 100.0（%）

41.1 23.0 17.8 7.3 1.8

11.8 39.0 27.9 13.6 6.0 1.7

23.3 41.5 20.3 7.2 6.2 1.5

8.9 18.1 33.3 25.6 12.3 1.7

7.5 10.3 22.6 42.6 15.5 1.6

夫は外で働き、妻は家庭を守るべき
である

女性は結婚したら、自分自身のこと
より、夫や子どもなど家庭を中心に
考えて生活した方がよい

女性に仕事を持つのはよいが、家事・
育児・介護はきちんとすべきである

結婚しても相手に満足できないとき
は離婚すればよい

夫婦が別々の姓を選択できるように
した方がよい

炊事、洗濯、掃除など
の家事

子どもの世話、しつけ
や教育

親などの介護

地域の行事、自治会、
PTAなどの地域活動

収入を得ること

家計の管理

高額な商品や土地、家
屋の購入の決定

100.080.060.040.020.00.0 （%）

37.6 54.3 2.03.9

1.8

0.3

81.4 12.5 1.7
2.5

1.6

0.2

77.5 10.3 5.8 1.84.0
0.6

69.713.3 7.4 4.8 1.7
3.1

59.1 31.8 1.8
0.8 2.5
3.9

36.2 53.7 1.4
3.02.5

26.9 66.7 1.2
0.8 2.4

2.1

主に夫の役割 主に妻の役割

わからない

夫婦が同じ程度分担する

その他 無回答

3.1

賛成 どちらかといえば反対

わからない

どちらかといえば賛成

反対 無回答
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100.080.060.040.020.00.0 （%）

15.0 79.9 2.2

0.3

1.5

1.1

22.7 27.7 45.1

2.3

1.5

0.6

20.4 14.5 3.9 58.0

2.3

0.9

42.219.5 27.2 4.8 3.6

2.8

59.4 30.8 3.42.6

1.1

2.8

23.0 63.4 3.1

1.7

0.8

8.0

34.2 56.1 2.9

主に夫の役割 主に妻の役割
わからない
夫婦が同じ程度分担する

その他 無回答

男性が優遇 平等になっている
女性が優遇
どちらかといえば男性が優遇

どちらかといえば女性が優遇 わからない
無回答

2.5 2.0

2.3

100.080.060.040.020.00.0 （%）

1.0

3.1
3.811.016.653.111.4

0.8
4.413.75.930.935.29.1

0.6

2.5
4.010.512.348.721.3

1.4
5.014.25.930.030.912.7

0.3

0.8
4.211.514.143.825.3

1.32.1
5.919.55.055.111.2

1.3
5.27.64.015.949.316.7

0.8
4.56.8 7.527.545.08.0

炊事、洗濯、掃除
などの家事

家庭生活

職場

家庭教育の場

政治の場

法律や制度の上

社会通念・慣習・
しきたりなど

地域活動の場

社会全体

子どもの世話、
しつけや教育

親などの介護

地域の行事、自治会、
PTAなどの地域活動

収入を得ること

家計の管理

高額な商品や土地、
家屋の購入の決定
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賃金に男女差がある

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0（%）

59.2

61.3
55.9

お茶くみなどの雑用は女性がすることが多い
63.7

65.9
60.2

女性は昇進・昇格が遅い、また望めない
46.8

51.4
38.7

昇給に男女差がある
33.7

35.8
30.1

女性が結婚や出産を機に退職する
58.4

57.2
61.3

研修や教育訓練、出張などに男女差がある
29.2

30.1
28.0

女性が長く就労することを歓迎しない
36.0

41.6
25.8

女性は補助的な仕事しかさせてもらえない
25.5

27.2
22.6

定年の年齢に男女差がある
5.2

5.8
4.3

その他
7.9

5.8
11.8

無効回答
0.4

（複数回答）

全体 男性 女性
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（複数回答）

再雇用制度の導入

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0（%）

73.8

72.8
76.2

パートなどの労働条件の改善
52.7

54.5
50.8

施設やサービスの充実
63.0

68.8
55.5

男女が協力するという意識が広まる
51.2

59.7
39.5

職業訓練の充実
28.4

31.6
24.1

実際の事例を広く紹介する
13.2

12.4
14.4

情報収集・相談できる仕組みづくり
23.5

25.1
21.6

その他
2.3

2.4
2.2

特にない
0.4

0.4
0.3

わからない
1.4

1.5
1.3

無回答
1.2

全体 男性 女性
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法律や制度の見直し

（複数回答）

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0（%）

38.8

37.9

40.5

各種団体の女性リーダーを養成する
14.8

15.8

13.5

周知徹底を行う
36.6

37.5

35.8

女性の職業教育や職業訓練を充実する
41.9

44.9

38.3

施設やサービスを充実する
62.2

68.7

54.0

学習を充実する
32.8

33.5

32.2

相談などの施設を整備・充実する
25.6

24.2

27.8

わからない
5.0

4.4

5.8

無回答
1.2

全体 男性 女性
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（複数回答）

講座や研修などに参加する

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0（%）

26.5

26.3

27.3

不合理な男女間の不平等に気付き、直していく
48.8

53.1

43.5

女性に対する暴力などをなくすための人権意識
の向上を図る　　　　　　　　　　　　　　　

31.0

31.3

31.1

家族で育児、家事、介護などの協力をする
57.7

64.9

48.5

男女がそれぞれの心身の特性を尊重する
52.8

53.5

52.6

女性みずからが、様々な意思決定にかかわる
20.2

23.8

15.4

地域活動などに男女とも参加する
32.3

33.1

31.7

わからない
5.0

4.0

6.3

無回答
0.7

全体 男性 女性
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女性を政策・方針決定の場に登用する

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0（%）

27.7

27.9

27.8

女性が能力を発揮できる環境を整備する

45.2

46.7

43.8

ワーク・ライフ・バランスの制度を推進する

33.7

34.1

33.6

育児や介護を担う労働者の職場環境を整備する

66.3

71.1

60.6

固定的役割分担意識の排除

27.7

29.9

25.1

わからない

6.7

5.4

8.5

無回答

0.9

（複数回答）

全体 男性 女性
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10%未満

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0（%）

30%～50%未満

70%～90%未満

10%～30%未満

50%～70%未満 90%以上

全体

6人以上9人以下

10人以上19人以下

20人以上

19.4 32.3 17.7 16.1 6.5 8.1

27.8 33.3 16.7 11.1 5.6 5.6

23.5 23.5 23.5 17.6 5.9 5.9

12.0 36.0 16.0 20.0 8.0 8.0

集計項目

全　体 19.4

27.8

23.5

12.0

32.3

33.3

23.5

36.0

17.7

16.7

23.5

16.0

16.1

11.1

17.6

20.0

6.5

5.6

5.9

8.0

8.1

5.6

5.9

8.0

6人以上
9人以下

10人以上
19人以下

20人以上

10%未満 10%～30%未満 30%～50%未満 50%～70%未満 70%～90%未満

（単位：%）

90%以上
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18.0

（年）

16.0

14.0

12.0

10.0

8.0

6.0

4.0

2.0

0.0
正規従業員

男性

正規従業員

女性

パート・アルバイト

男性

パート・アルバイト

女性
無回答

13.5
13.0

16.6

12.8
12.4

13.6

11.5

13.1

2.2

1.5

0.4

4.0

5.0

2.8

5.9
6.3

0.6

全　   体 6人以上9人以下 10人以上19人以下 20人以上

集計項目

全　体 13.5

13.0

16.6

12.8

12.4

13.6

11.5

13.1

2.2

1.5

0.4

4.0

5.0

2.8

5.9

6.3

0.6

6人以上
9人以下

10人以上
19人以下

20人以上

正規従業員
男性

一事業所当たり
平均年数

正規従業員
女性

一事業所当たり
平均年数

パート・アルバイト
男性

一事業所当たり
平均年数

パート・アルバイト
女性

一事業所当たり
平均年数

無回答

一事業所当たり
平均年数

（単位：年）
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役員・部長相当職

課長相当職

係長相当職

0.0

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0（%）

58.1 19.4 8.1 4.8

1.6

8.1

20.0 40.0 60.0 80.0 100.0（%）

62.9

59.7 14.5

20.0

3.2

1.6

1.6

19.4

6.5 4.8 3.2

1.6

21.0

0％ 10％未満 30％未満

80％未満 80％以上 無回答

50％未満

12.7

10.9

9.1

3.6

1.8

21.8

16.4

23.6

1.8

20.0

3.6

必要な知識や判断力を有する女性がいない

現在、役職につくための在所年数等を満たし
ている女性はいない　　　　　　　　　　　

女性は勤続年数が短く、役職者になるまでに
退職してしまう　　　　　　　　　　　　　

時間外労働が多い、又は深夜業がある

出張、全国転勤がある

顧客が女性管理職をいやがる

家庭があるので責任ある仕事に就けられない

業務の内容が女性に任せられない、あるい
は女性には向いていない　　　　　　　　

女性自身が、管理職になることを望んでいない

上司・同僚・部下となる男性が女性管理職を
希望しない　　　　　　　　　　　　　　　

その他

無回答

（複数回答）
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0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0（%）

（%）

14.5プライバシーの保持が難しい

3.2
相談を受ける時に、どういう点に留意すべ
きかわからない　　　　　　　　　　　　

4.8
相談を受けた後、どのように対処したらよ
いかわからない　　　　　　　　　　　　

21.0
当事者の言い分が食い違う等、事実確認が
難しい　　　　　　　　　　　　　　　　

0
日常の業務が忙しいため、対応する余裕が
ない　　　　　　　　　　　　　　　　　

3.2その他

51.6特に難しいと感じていることはない

6.5無回答

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

制度がある 導入予定 検討中 未定 無回答

育児中の所定外労働の制限

育児中の深夜労働の制限

育児中の短時間勤務制度

育児中のフレックスタイム制度

育児中の始業・終業時刻の繰上・
繰下の制度　　　　　　　　　　

事業所内託児施設

子どもの看護休暇制度

育児に対する経済的な支援

38.7

35.5

38.7 4.8 6.5 43.5 6.5

21.0

3.2

4.8

59.7 11.3

25.8

1.6

4.8

54.8 12.9

82.3 14.5

1.6

1.6

29.0

3.2

53.2 12.9

1.6

6.5

1.6

79.0 12.9

1.6

1.6

46.8 14.5

4.8

3.2

41.9 11.3

（複数回答）
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（%）100.080.060.040.020.00.0

正社員として積極的な採用に努めている
パート・アルバイトとして積極的な採用に努めている
採用していない
どちらともいえない

25.8 38.7 19.4 16.1全　体

16.7 27.8 33.3 22.26人以上9人以下

29.4 41.2 17.6 11.810人以上19人以下

32.0 48.0 4.0 16.020人以上

集計項目

全　体 25.8

16.7

29.4

32.0

6人以上9人以下

10人以上19人以下

20人以上

正社員として
積極的な採用に
努めている

38.7

27.8

41.2

48.0

パート・アルバイﾄ
として積極的な採
用に努めている

19.4

33.3

17.6

4.0

採用していない

16.1

22.2

11.8

16.0

どちらとも
いえない

（単位：%）
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0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0（%）

規定の勤務時間での労働ができないから 13.6

休日出勤ができないから 4.5

残業ができないから 13.6

子どもの行事などによる休暇が多いから 18.2

子どもの病気などによる突発的な休暇が発生す
るから　　　　　　　　　　　　　　　　　　

22.7

その他 54.5

無回答 13.6

0.0 80.060.040.020.0 50.0 70.030.010.0 （%）

仕事上の能力・経験

仕事上の能力・経験

69.4

56.5

従事する際必要な資格 6.5

学歴 0

年齢 12.9

人柄 40.3

健康・体力 27.4

働ける時間帯や日数、曜日 53.2

その他 0

無回答 4.8

従事する際必要な資格 17.7

学歴 0

年齢 12.9

人柄 46.8

健康・体力 35.5

働ける時間帯や日数、曜日 40.3

その他 1.6

無回答 4.8

0.0 60.040.0 50.030.010.0 20.0 （%）

（複数回答）

（複数回答）
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0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0（%）

全　　体 58.141.9

6人以上9人以下 94.45.6

10人以上19人以下 52.947.1

20人以上 36.064.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0（%）

3か月未満 23.1

3か月～6か月未満 53.8

6か月～1年未満 7.7

1年 11.5

1年以上 0

限度はない 3.8

あ　る な　い
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0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0（%）

労働時間短縮の枠組みづくりを進める
11.3
11.1

5.9
16.0

法律や制度の面で見直しを行う
22.6
27.8

11.8
28.0

女性を政策決定の場に積極的に登用する
16.1

5.6
17.6
24.0

各種団体の女性のリーダーを養成する
8.1

17.6
8.0

0.0

職場における男女の均等な取り扱いについて、周
知徹底を行う　　　　　　　　　　　　　　　　

16.1
5.6

23.5
20.0

女性の就労の機会を増やしたり、従来女性の就労
が少なかった分野などへの女性の進出を促進した
りするため、職業教育や職業訓練を充実させる　

29.0
33.3

29.4
28.0

保育の施設・サービスや、高齢者や病人の施設、
介護サービスを充実させる　　　　　　　　　　

62.9
55.6
52.9

80.0

学校教育や社会教育等の生涯学習の場で、男女の
平等と相互の理解や協力についての学習を充実さ
せる　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

16.1
16.7

11.8
20.0

男女の生き方に関する情報提供や交流の場、相談、
教育などのセンターを充実させる　　　　　　　　

16.1
16.7

11.8
20.0

特になし
8.1

16.7
5.9
4.0

わからない
8.1
11.1
17.6

0.0

無回答
11.3

6人以上9人以下 20人以上全体 10人以上19人以下

（複数回答）
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男女共同参画社会基本法

目次

（目的）

前文

第 1章　総則（第 1条－第 12 条）

第 2章　男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策（第 13条－第 20 条）

第 3章　男女共同参画会議（第 21条－第 28 条）

附則

（平成 11年 6月 23 日法律第 78 号）

　我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、男女平等の実現に向けた様々

な取組が、国際社会における取組とも連動しつつ、着実に進められてきたが、なお一層の努力が必要とさ

れている。

　一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変化に対応していく

上で、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわりなく、その個性と能力を

十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現は、緊要な課題となっている。

　このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を二十一世紀の我が国社会を決定する最重要課題

と位置付け、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の推進を図って

いくことが重要である。

　ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を明らかにしてその方向を示し、将来に向かって

国、地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の形成に関する取組を総合的かつ計画的に推進するため、

この法律を制定する。

この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある

社会を実現することの緊要性にかんがみ、男女共同参画社会の形成に関し、基本理念を定め、並びに国、

地方公共団体及び国民の責務を明らかにするとともに、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の

基本となる事項を定めることにより、男女共同参画社会の形成を総合的かつ計画的に推進することを目

的とする。

改正 平成11年 7月16日法律第102号

11年同 12月22日 同　160号

第 1章　総　　則

第 1 条

（定義）

この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

一

二

　男女共同参画社会の形成　男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆ

る分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文

化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会を形成することをいう。

　積極的改善措置　前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内において、

男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。

第 2 条
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（男女の人権の尊重）

男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が性別による

差別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保されることその他の男女の

人権が尊重されることを旨として、行われなければならない。

第 3 条

（社会における制度又は慣行についての配慮）

男女共同参画社会の形成に当たっては、社会における制度又は慣行が、性別による固定的な役

割分担等を反映して、男女の社会における活動の選択に対して中立でない影響を及ぼすことにより、男

女共同参画社会の形成を阻害する要因となるおそれがあることにかんがみ、社会における制度又は慣行

が男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影響をできる限り中立なものとするように配慮されな

ければならない。

第 4 条

（政策等の立案及び決定への共同参画）

男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等な構成員として、国若しくは地方公共団体に

おける政策又は民間の団体における方針の立案及び決定に共同して参画する機会が確保されることを旨

として、行われなければならない。

第 5 条

（家庭生活における活動と他の活動の両立）

男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子の養

育、家族の介護その他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円滑に果たし、かつ、

当該活動以外の活動を行うことができるようにすることを旨として、行われなければならない。

第 6 条

（国際的協調）

男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組と密接な関係を有していることにかん

がみ、男女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に行われなければならない。

第 7 条

（国の責務）

国は、第３条から前条までに定める男女共同参画社会の形成についての基本理念（以下「基本

理念」という。）にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策（積極的改善措置を含む。

以下同じ。）を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。

第 8 条

（地方公共団体の責務）

地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関し、国の施策に準

じた施策及びその他のその地方公共団体の区域の特性に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有す

る。

第 9 条

（国民の責務）

国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、基本理念にのっとり、

男女共同参画社会の形成に寄与するように努めなければならない。

第10条

（法制上の措置等）

政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を実施するため必要な法制上又は財政上

の措置その他の措置を講じなければならない。

第11条

（年次報告等）

政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形成の状況及び政府が講じた男女共同参画社会の

形成の促進に関する施策についての報告を提出しなければならない。

第12条

79

参
考
資
料



2 　政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の形成の状況を考慮して講じようとする男女共

同参画社会の形成の促進に関する施策を明らかにした文書を作成し、これを国会に提出しなければな

らない。

2　男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。

3

4

5

　内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、男女共同参画基本計画の案を作成し、閣議の決

定を求めなければならない。

　内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、男女共同参画基本計画を

公表しなければならない。

　前２項の規定は、男女共同参画基本計画の変更について準用する。

3

4

　市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案して、当該市町村の区域にお

ける男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「市町村男女共同参画

計画」という。）を定めるように努めなければならない。

　都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は市町村男女共同参画計画を定め、又は変更し

たときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。

一

二

　総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱

　前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進

するために必要な事項

2　都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。

一

二

　都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策

の大綱

　前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を

総合的かつ計画的に推進するために必要な事項

（男女共同参画基本計画）

政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、

男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計画（以下「男女共同参画基本計画」という。）を定

めなければならない。

第 2章　男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策

第13条

（都道府県男女共同参画計画等）

都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当該都道府県の区域における男女共同参画社

会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「都道府県男女共同参画計画」という。）

を定めなければならない。

第14条

（施策の策定等に当たっての配慮）

国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、

及び実施するに当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮しなければならない。

第15条

（国民の理解を深めるための措置）

国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、基本理念に関する国民の理解を深めるよう適切

な措置を講じなければならない。

第16条
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一

二

三

四

　男女共同参画基本計画に関し、第１３条第３項に規定する事項を処理すること。

　前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各大臣の諮問に応じ、男女共同参画社会の形成の

促進に関する基本的な方針、基本的な政策及び重要事項を調査審議すること。

　前二号に規定する事項に関し、調査審議し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣及び関係各

大臣に対し、意見を述べること。

　政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況を監視し、及び政府の施策

が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響を調査し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣及び関

係各大臣に対し、意見を述べること。

（設置）

内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」という。）を置く。

会議は、議長及び議員２４人以内をもって組織する。

第 3章　男女共同参画会議

第21条

（所掌事務）

会議は、次に掲げる事務をつかさどる。第22条

一

二

　内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者

　男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する者のうちから、内閣総理大臣が任命する者

議員は、次に掲げる者をもって充てる。第25条

（苦情の処理等）

国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策又は男女共同参画社会の形

成に影響を及ぼすと認められる施策についての苦情の処理のために必要な措置及び性別による差別的取

扱いその他の男女共同参画社会の形成を阻害する要因によって人権が侵害された場合における被害者の

救済を図るために必要な措置を講じなければならない。

第17条

（調査研究）

国は、社会における制度又は慣行が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響に関する調査研究そ

の他の男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の策定に必要な調査研究を推進するように努めるも

のとする。

第18条

（国際的協調のための措置）

国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の下に促進するため、外国政府又は国際機関との

情報の交換その他男女共同参画社会の形成に関する国際的な相互協力の円滑な推進を図るために必要な

措置を講ずるように努めるものとする。

第19条

（組織）

第23条

議長は、内閣官房長官をもって充てる。

（議長）

（議員）

第24条

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援）

国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策及び民間の団体が

男女共同参画社会の形成の促進に関して行う活動を支援するため、情報の提供その他の必要な措置を講

ずるように努めるものとする。

第20条

2 　議長は、会務を総理する。

81

参
考
資
料



2

3

4

　前項第二号の議員の数は、同項に規定する議員の総数の１０分の５未満であってはならない。

　第１項第二号の議員のうち、男女のいずれか一方の議員の数は、同号に規定する議員の総数の１０分

の４未満であってはならない。

　第１項第二号の議員は、非常勤とする。

2　会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前項に規定する者以外の者

に対しても、必要な協力を依頼することができる。

2　前条第１項第二号の議員は、再任されることができる。

（議員の任期）

前条第１項第二号の議員の任期は、２年とする。ただし、補欠の議員の任期は、前任者の残任

期間とする。

第26条

（資料提出の要求等）

会議は、その所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは、関係行政機関の長に対し、

監視又は調査に必要な資料その他の資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めることがで

きる。

第27条

（政令への委任）

この章に定めるもののほか、会議の組織及び議員その他の職員その他会議に関し必要な事項は、

政令で定める。

第28条

附　則

（施行期日）

この法律は、公布の日から施行する。（以下略）第 1 条
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女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約

この条約の締約国は，

　国際連合憲章が基本的人権，人間の尊厳及び価値並びに男女の権利の平等に関する信念を改めて確認

していることに留意し，

　世界人権宣言が，差別は容認することができないものであるとの原則を確認していること，並びにす

べての人間は生まれながらにして自由であり，かつ，尊厳及び権利について平等であること並びにすべ

ての人は性による差別その他のいかなる差別もなしに同宣言に掲げるすべての権利及び自由を享有する

ことができることを宣明していることに留意し，

　人権に関する国際規約の締約国がすべての経済的，社会的，文化的，市民的及び政治的権利の享有に

ついて男女に平等の権利を確保する義務を負っていることに留意し，

　国際連合及び専門機関の主催の下に各国が締結した男女の権利の平等を促進するための国際条約を考

慮し，

　更に，国際連合及び専門機関が採択した男女の権利の平等を促進するための決議，宣言及び勧告に留

意し，

　しかしながら，これらの種々の文書にもかかわらず女子に対する差別が依然として広範に存在してい

ることを憂慮し，

　女子に対する差別は，権利の平等の原則及び人間の尊厳の尊重の原則に反するものであり，女子が男

子と平等の条件で自国の政治的，社会的，経済的及び文化的活動に参加する上で障害となるものであり，

社会及び家族の繁栄の増進を阻害するものであり，また，女子の潜在能力を自国及び人類に役立てるた

めに完全に開発することを一層困難にするものであることを想起し，

　窮乏の状況においては，女子が食糧，健康，教育，雇用のための訓練及び機会並びに他の必要とする

ものを享受する機会が最も少ないことを憂慮し，

　衡平及び正義に基づく新たな国際経済秩序の確立が男女の平等の促進に大きく貢献することを確信し，

　アパルトヘイト，あらゆる形態の人種主義，人種差別，植民地主義，新植民地主義，侵略，外国によ

る占領及び支配並びに内政干渉の根絶が男女の権利の完全な享有に不可欠であることを強調し，

　国際の平和及び安全を強化し，国際緊張を緩和し，すべての国（社会体制及び経済体制のいかんを問

わない。）の間で相互に協力し，全面的かつ完全な軍備縮小を達成し，特に厳重かつ効果的な国際管理

の下での核軍備の縮小を達成し，諸国間の関係における正義，平等及び互恵の原則を確認し，外国の支

配の下，植民地支配の下又は外国の占領の下にある人民の自決の権利及び人民の独立の権利を実現し並

びに国の主権及び領土保全を尊重することが，社会の進歩及び発展を促進し，ひいては，男女の完全な

平等の達成に貢献することを確認し，

　国の完全な発展，世界の福祉及び理想とする平和は，あらゆる分野において女子が男子と平等の条件

で最大限に参加することを必要としていることを確信し，

　家族の福祉及び社会の発展に対する従来完全には認められていなかった女子の大きな貢献，母性の社

会的重要性並びに家庭及び子の養育における両親の役割に留意し，また，出産における女子の役割が差

別の根拠となるべきではなく，子の養育には男女及び社会全体が共に責任を負うことが必要であること

1980年7月署名、1985年6月批准
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この条約の適用上，「女子に対する差別」とは，性に基づく区別，排除又は制限であつて，政治的，

経済的，社会的，文化的，市民的その他のいかなる分野においても，女子（婚姻をしているかいないか

を問わない。）が男女の平等を基礎として人権及び基本的自由を認識し，享有し又は行使することを害

し又は無効にする効果又は目的を有するものをいう。

第 1部

第 1 条

締約国は，あらゆる分野，特に，政治的，社会的，経済的及び文化的分野において，女子に対して男

子との平等を基礎として人権及び基本的自由を行使し及び享有することを保障することを目的として，

女子の完全な能力開発及び向上を確保するためのすべての適当な措置（立法を含む。）をとる。

第 3 条

第 4 条

締約国は，女子に対するあらゆる形態の差別を非難し，女子に対する差別を撤廃する政策をすべての

適当な手段により，かつ，遅滞なく追求することに合意し，及びこのため次のことを約束する。

第 2 条

秬

秡

秣

稈

稍

稘

稙

　男女の平等の原則が自国の憲法その他の適当な法令に組み入れられていない場合にはこれを定め，

かつ，男女の平等の原則の実際的な実現を法律その他の適当な手段により確保すること。

　女子に対するすべての差別を禁止する適当な立法その他の措置（適当な場合には制裁を含む。）

をとること。

　女子の権利の法的な保護を男子との平等を基礎として確立し，かつ，権限のある自国の裁判所そ

の他の公の機関を通じて差別となるいかなる行為からも女子を効果的に保護することを確保するこ

と。

　女子に対する差別となるいかなる行為又は慣行も差し控え，かつ，公の当局及び機関がこの義務

に従って行動することを確保すること。

　個人，団体又は企業による女子に対する差別を撤廃するためのすべての適当な措置をとること。

　女子に対する差別となる既存の法律，規則，慣習及び慣行を修正し又は廃止するためのすべての

適当な措置（立法を含む。）をとること。

　女子に対する差別となる自国のすべての刑罰規定を廃止すること。

を認識し，

　社会及び家庭における男子の伝統的役割を女子の役割とともに変更することが男女の完全な平等の達

成に必要であることを認識し，

　女子に対する差別の撤廃に関する宣言に掲げられている諸原則を実施すること及びこのために女子に

対するあらゆる形態の差別を撤廃するための必要な措置をとることを決意して，

　次のとおり協定した。

1　締約国が男女の事実上の平等を促進することを目的とする暫定的な特別措置をとることは，この条

約に定義する差別と解してはならない。ただし，その結果としていかなる意味においても不平等な又

は別個の基準を維持し続けることとなってはならず，これらの措置は，機会及び待遇の平等の目的が

達成された時に廃止されなければならない。 
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締約国は，自国の政治的及び公的活動における女子に対する差別を撤廃するためのすべての適当な措

置をとるものとし，特に，女子に対して男子と平等の条件で次の権利を確保する。

第 2部

第 7 条

締約国は，教育の分野において，女子に対して男子と平等の権利を確保することを目的として，特に，

男女の平等を基礎として次のことを確保することを目的として，女子に対する差別を撤廃するためのす

べての適当な措置をとる。

第 3部

第10条

締約国は，国際的に自国政府を代表し及び国際機関の活動に参加する機会を，女子に対して男子と平

等の条件でかついかなる差別もなく確保するためのすべての適当な措置をとる。 

第 8 条

締約国は，あらゆる形態の女子の売買及び女子の売春からの搾取を禁止するためのすべての適当な措

置（立法を含む。）をとる。 

第 6 条

第 9 条

締約国は，次の目的のためのすべての適当な措置をとる。

第 5 条

秬

秡

　両性いずれかの劣等性若しくは優越性の観念又は男女の定型化された役割に基づく偏見及び慣習

その他あらゆる慣行の撤廃を実現するため，男女の社会的及び文化的な行動様式を修正すること。

　家庭についての教育に，社会的機能としての母性についての適正な理解並びに子の養育及び発育

における男女の共同責任についての認識を含めることを確保すること。あらゆる場合において，子

の利益は最初に考慮するものとする。

秬

秡

秣

　あらゆる選挙及び国民投票において投票する権利並びにすべての公選による機関に選挙される資

格を有する権利

　政府の政策の策定及び実施に参加する権利並びに政府のすべての段階において公職に就き及びす

べての公務を遂行する権利

　自国の公的又は政治的活動に関係のある非政府機関及び非政府団体に参加する権利 

秬　農村及び都市のあらゆる種類の教育施設における職業指導，修学の機会及び資格証書の取得のた

めの同一の条件。このような平等は，就学前教育，普通教育，技術教育，専門教育及び高等技術教

育並びにあらゆる種類の職業訓練において確保されなければならない。

1

2

　締約国は，国籍の取得，変更及び保持に関し，女子に対して男子と平等の権利を与える。締約国は，

特に，外国人との婚姻又は婚姻中の夫の国籍の変更が，自動的に妻の国籍を変更し，妻を無国籍にし

又は夫の国籍を妻に強制することとならないことを確保する。 

　締約国は，子の国籍に関し，女子に対して男子と平等の権利を与える。

2　締約国が母性を保護することを目的とする特別措置（この条約に規定する措置を含む。）をとるこ

とは，差別と解してはならない。 
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第11条

1 　締約国は，男女の平等を基礎として同一の権利，特に次の権利を確保することを目的として，雇用

の分野における女子に対する差別を撤廃するためのすべての適当な措置をとる。

秬

秡

秣

稈

稍

稘

　すべての人間の奪い得ない権利としての労働の権利

　同一の雇用機会（雇用に関する同一の選考基準の適用を含む。）についての権利

　職業を自由に選択する権利，昇進，雇用の保障並びに労働に係るすべての給付及び条件について

の権利並びに職業訓練及び再訓練（見習，上級職業訓練及び継続的訓練を含む。）を受ける権利

　同一価値の労働についての同一報酬（手当を含む。）及び同一待遇についての権利並びに労働の

質の評価に関する取扱いの平等についての権利

　社会保障（特に，退職，失業，傷病，障害，老齢その他の労働不能の場合における社会保障）に

ついての権利及び有給休暇についての権利

　作業条件に係る健康の保護及び安全（生殖機能の保護を含む。）についての権利 

2 　締約国は，婚姻又は母性を理由とする女子に対する差別を防止し，かつ，女子に対して実効的な労

働の権利を確保するため，次のことを目的とする適当な措置をとる。

3　この条に規定する事項に関する保護法令は，科学上及び技術上の知識に基づき定期的に検討するも

のとし，必要に応じて，修正し，廃止し，又はその適用を拡大する。

秬

秡

秣

稈

　妊娠又は母性休暇を理由とする解雇及び婚姻をしているかいないかに基づく差別的解雇を制裁を

課して禁止すること。

　給料又はこれに準ずる社会的給付を伴い，かつ，従前の雇用関係，先任及び社会保障上の利益の

喪失を伴わない母性休暇を導入すること。

　親が家庭責任と職業上の責務及び社会的活動への参加とを両立させることを可能とするために必

要な補助的な社会的サービスの提供を，特に保育施設網の設置及び充実を促進することにより奨励

すること。                           

　妊娠中の女子に有害であることが証明されている種類の作業においては，当該女子に対して特別

の保護を与えること。

秡

秣

稈

稍

稘

稙

稠

　同一の教育課程，同一の試験，同一の水準の資格を有する教育職員並びに同一の質の学校施設及

び設備を享受する機会

　すべての段階及びあらゆる形態の教育における男女の役割についての定型化された概念の撤廃を，

この目的の達成を助長する男女共学その他の種類の教育を奨励することにより，また，特に，教材

用図書及び指導計画を改訂すること並びに指導方法を調整することにより行うこと。

　奨学金その他の修学援助を享受する同一の機会

　継続教育計画（成人向けの及び実用的な識字計画を含む。）特に，男女間に存在する教育上の格

差をできる限り早期に減少させることを目的とした継続教育計画を利用する同一の機会

　女子の中途退学率を減少させること及び早期に退学した女子のための計画を策定すること。

　スポーツ及び体育に積極的に参加する同一の機会

　家族の健康及び福祉の確保に役立つ特定の教育的情報（家族計画に関する情報及び助言を含

む。）を享受する機会 
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第12条

1

2

　締約国は，男女の平等を基礎として保健サービス（家族計画に関連するものを含む。）を享受する

機会を確保することを目的として，保健の分野における女子に対する差別を撤廃するためのすべての

適当な措置をとる。 

　１の規定にかかわらず，締約国は，女子に対し，妊娠，分べん及び産後の期間中の適当なサービス

（必要な場合には無料にする。）並びに妊娠及び授乳の期間中の適当な栄養を確保する。

第14条

1

2

　締約国は，農村の女子が直面する特別の問題及び家族の経済的生存のために果たしている重要な役

割（貨幣化されていない経済の部門における労働を含む。）を考慮に入れるものとし，農村の女子に

対するこの条約の適用を確保するためのすべての適当な措置をとる。 

　締約国は，男女の平等を基礎として農村の女子が農村の開発に参加すること及びその開発から生ず

る利益を受けることを確保することを目的として，農村の女子に対する差別を撤廃するためのすべて

の適当な措置をとるものとし，特に，これらの女子に対して次の権利を確保する。

第15条

1

2

　締約国は，女子に対し，法律の前の男子との平等を認める。 

　締約国は，女子に対し，民事に関して男子と同一の法的能力を与えるものとし，また，この能力を

行使する同一の機会を与える。特に，締約国は，契約を締結し及び財産を管理することにつき女子に

対して男子と平等の権利を与えるものとし，裁判所における手続のすべての段階において女子を男子

秬

秡

秣

稈

稍

稘

稙

稠

　すべての段階における開発計画の作成及び実施に参加する権利

　適当な保健サービス（家族計画に関する情報，カウンセリング及びサービスを含む。）を享受す

る権利

　社会保障制度から直接に利益を享受する権利

　技術的な能力を高めるために，あらゆる種類（正規であるかないかを問わない。）の訓練及び教

育（実用的な識字に関するものを含む。）並びに，特に，すべての地域サービス及び普及サービス

からの利益を享受する権利

　経済分野における平等な機会を雇用又は自営を通じて得るために，自助的集団及び協同組合を組

織する権利

　あらゆる地域活動に参加する権利

　農業信用及び貸付け，流通機構並びに適当な技術を利用する権利並びに土地及び農地の改革並び

に入植計画において平等な待遇を享受する権利

　適当な生活条件（特に，住居，衛生，電力及び水の供給，運輸並びに通信に関する条件）を享受

する権利

締約国は，男女の平等を基礎として同一の権利，特に次の権利を確保することを目的として，他の経

済的及び社会的活動の分野における女子に対する差別を撤廃するためのすべての適当な措置をとる。

第13条

秬

秡

秣

　家族給付についての権利

　銀行貸付け，抵当その他の形態の金融上の信用についての権利

　レクリエーション，スポーツ及びあらゆる側面における文化的活動に参加する権利

第 4部
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第16条

1 　締約国は，婚姻及び家族関係に係るすべての事項について女子に対する差別を撤廃するためのすべ

ての適当な措置をとるものとし，特に，男女の平等を基礎として次のことを確保する。

2　児童の婚約及び婚姻は，法的効果を有しないものとし，また，婚姻最低年齢を定め及び公の登録所

への婚姻の登録を義務付けるためのすべての必要な措置（立法を含む。）がとられなければならな

い。 

第17条

1

2

3

4

　この条約の実施に関する進捗状況を検討するために，女子に対する差別の撤廃に関する委員会（以

下「委員会」という。）を設置する。委員会は，この条約の効力発生の時は１８人の，３５番目の締

約国による批准又は加入の後は２３人の徳望が高く，かつ，この条約が対象とする分野において十分

な能力を有する専門家で構成する。委員は，締約国の国民の中から締約国により選出するものとし，

個人の資格で職務を遂行する。その選出に当たっては，委員の配分が地理的に衡平に行われること並

びに異なる文明形態及び主要な法体系が代表されることを考慮に入れる。 

　委員会の委員は，締約国により指名された者の名簿の中から秘密投票により選出される。各締約国

は，自国民の中から１人を指名することができる。 

　委員会の委員の最初の選挙は，この条約の効力発生の日の後６箇月を経過した時に行う。国際連合

事務総長は，委員会の委員の選挙の日の遅くとも３箇月前までに，締約国に対し，自国が指名する者

の氏名を２箇月以内に提出するよう書簡で要請する。同事務総長は，指名された者のアルファベット

順による名簿（これらの者を指名した締約国名を表示した名簿とする。）を作成し，締約国に送付す

る。 

　委員会の委員の選挙は，国際連合事務総長により国際連合本部に招集される締約国の会合において

3

4

と平等に取り扱う。 

　締約国は，女子の法的能力を制限するような法的効果を有するすべての契約及び他のすべての私的

文書（種類のいかんを問わない。）を無効とすることに同意する。 

　締約国は，個人の移動並びに居所及び住所の選択の自由に関する法律において男女に同一の権利を

与える。

秬

秡

秣

稈

稍

稘

稙

稠

　婚姻をする同一の権利

　自由に配偶者を選択し及び自由かつ完全な合意のみにより婚姻をする同一の権利

　婚姻中及び婚姻の解消の際の同一の権利及び責任

　子に関する事項についての親（婚姻をしているかいないかを問わない。）としての同一の権利及

び責任。あらゆる場合において，子の利益は至上である。

　子の数及び出産の間隔を自由にかつ責任をもって決定する同一の権利並びにこれらの権利の行使

を可能にする情報，教育及び手段を享受する同一の権利

　子の後見及び養子縁組又は国内法令にこれらに類する制度が存在する場合にはその制度に係る同

一の権利及び責任。あらゆる場合において，子の利益は至上である。

　夫及び妻の同一の個人的権利（姓及び職業を選択する権利を含む。）

　無償であるか有償であるかを問わず，財産を所有し，取得し，運用し，管理し，利用し及び処分

することに関する配偶者双方の同一の権利

第 5部
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第18条

1 　締約国は，次の場合に，この条約の実施のためにとった立法上，司法上，行政上その他の措置及び

これらの措置によりもたらされた進歩に関する報告を，委員会による検討のため，国際連合事務総長

に提出することを約束する。

第19条

1

2

　委員会は，手続規則を採択する。 

　委員会は，役員を２年の任期で選出する。 

第20条

1

2

　委員会は，第１８条の規定により提出される報告を検討するために原則として毎年２週間を超えな

い期間会合する。 

　委員会の会合は，原則として，国際連合本部又は委員会が決定する他の適当な場所において開催す

る。

第21条

1

2

　委員会は，その活動につき経済社会理事会を通じて毎年国際連合総会に報告するものとし，

また，締約国から得た報告及び情報の検討に基づく提案及び一般的な性格を有する勧告を行うことが

できる。これらの提案及び一般的な性格を有する勧告は，締約国から意見がある場合にはその意見と

ともに，委員会の報告に記載する。 

　国際連合事務総長は，委員会の報告を，情報用として，婦人の地位委員会に送付する。

2　報告には，この条約に基づく義務の履行の程度に影響を及ぼす要因及び障害を記載することができる。

5

6

7

8

9

行う。この会合は，締約国の３分の２をもって定足数とする。この会合においては，出席し，かつ投

票する締約国の代表によって投じられた票の最多数で，かつ，過半数の票を得た指名された者をもっ

て委員会に選出された委員とする。 

　委員会の委員は，４年の任期で選出される。ただし，最初の選挙において選出された委員のうち９

人の委員の任期は，２年で終了するものとし，これらの９人の委員は，最初の選挙の後直ちに，委員

会の委員長によりくじ引で選ばれる。

　委員会の５人の追加的な委員の選挙は，３５番目の批准又は加入の後，２から４までの規定に従っ

て行う。この時に選出された追加的な委員のうち２人の委員の任期は，２年で終了するものとし，こ

れらの２人の委員は，委員会の委員長によりくじ引で選ばれる。 

　締約国は，自国の専門家が委員会の委員としての職務を遂行することができなくなった場合には，

その空席を補充するため，委員会の承認を条件として自国民の中から他の専門家を任命する。 

　委員会の委員は，国際連合総会が委員会の任務の重要性を考慮して決定する条件に従い，同総会の

承認を得て，国際連合の財源から報酬を受ける。 

　国際連合事務総長は，委員会がこの条約に定める任務を効果的に遂行するために必要な職員及び便

益を提供する。 

秬

秡

　当該締約国についてこの条約が効力を生ずる時から１年以内

　その後は少なくとも４年ごと，更には委員会が要請するとき。 

専門機関は，その任務の範囲内にある事項に関するこの条約の規定の実施についての検討に際し，代

表を出す権利を有する。委員会は，専門機関に対し，その任務の範囲内にある事項に関するこの条約の

実施について報告を提出するよう要請することができる。 

第22条
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この条約のいかなる規定も，次のものに含まれる規定であって男女の平等の達成に一層貢献するもの

に影響を及ぼすものではない。

第 6部

第23条

締約国は，自国においてこの条約の認める権利の完全な実現を達成するためのすべての必要な措置を

とることを約束する。

第24条

第25条

秬

秡

　締約国の法令

　締約国について効力を有する他の国際条約又は国際協定

1

2

3

4

　この条約は，すべての国による署名のために開放しておく。 

　国際連合事務総長は，この条約の寄託者として指定される。 

　この条約は，批准されなければならない。批准書は，国際連合事務総長に寄託する。

　この条約は，すべての国による加入のために開放しておく。加入は，加入書を国際連合事務総長に

寄託することによって行う。

第26条

1

2

　いずれの締約国も，国際連合事務総長にあてた書面による通告により，いつでもこの条約の改正を

要請することができる。 

　国際連合総会は，１の要請に関してとるべき措置があるときは，その措置を決定する。

第27条

1

2

　この条約は，２０番目の批准書又は加入書が国際連合事務総長に寄託された日の後３０日目の日に

効力を生ずる。 

　この条約は，２０番目の批准書又は加入書が寄託された後に批准し又は加入する国については，そ

の批准書又は加入書が寄託された日の後３０日目の日に効力を生ずる。

第28条

1

2

3

　国際連合事務総長は，批准又は加入の際に行われた留保の書面を受領し，かつ，すべての国に送付

する。

　この条約の趣旨及び目的と両立しない留保は，認められない。

　留保は，国際連合事務総長にあてた通告によりいつでも撤回することができるものとし，同事務総

長は，その撤回をすべての国に通報する。このようにして通報された通告は，受領された日に効力を

生ずる。

第29条

1

2

　この条約の解釈又は適用に関する締約国間の紛争で交渉によって解決されないものは，いずれかの

紛争当事国の要請により，仲裁に付される。仲裁の要請の日から６箇月以内に仲裁の組織について紛

争当事国が合意に達しない場合には，いずれの紛争当事国も，国際司法裁判所規程に従って国際司法

裁判所に紛争を付託することができる。

　各締約国は，この条約の署名若しくは批准又はこの条約への加入の際に，１の規定に拘束されない

旨を宣言することができる。他の締約国は，そのような留保を付した締約国との関係において１の規
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3

定に拘束されない。 

　２の規定に基づいて留保を付した締約国は，国際連合事務総長にあてた通告により，いつでもその

留保を撤回することができる。

この条約は，アラビア語，中国語，英語，フランス語，ロシア語及びスペイン語をひとしく正文とし，

国際連合事務総長に寄託する。

　以上の証拠として，下名は，正当に委任を受けてこの条約に署名した。

第30条
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香川県男女共同参画推進条例

目次

（目的）

第 1章　総則（第 1条－第 7条）

第 2章　男女共同参画の推進に関する基本的施策（第 8条－第 19 条）

第 3章　香川県男女共同参画審議会（第 20条－第 25 条）

附則

（平成 14年 3月 27 日　香川県条例第 3号）

この条例は、男女の人権を尊重し、かつ、少子高齢化の進展等の社会経済情勢の急速な変化に

対応していくことが重要であることにかんがみ、男女共同参画の推進に関し、基本理念を定め、並びに

県、県民及び事業者の責務を明らかにするとともに、男女共同参画の推進に関する施策の基本となる事

項を定めることにより、男女共同参画を総合的かつ計画的に推進し、もって男女共同参画社会の形成を

図り、あわせて豊かで活力のある地域社会の実現に寄与することを目的とする。

この条例において「男女共同参画」とは、男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思に

よって社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済

的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うことをいう。

改正 平成16年 12月21日 条例第59号

第 1章　総　　則

第 1 条

（定義）

第 2 条

2 　この条例において「積極的改善措置」とは、前項に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため

必要な範囲内において、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。

県は、前条に規定する基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、男女共同参画の推

進に関する施策（積極的改善措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定し、及び実施するものとする。

（県の責務）

第 4 条

男女共同参画の推進は、男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が性別による差別

的取扱いを受けないこと、男女が個人としての能力を発揮する機会が確保されることその他の男女の人

権が尊重されることを旨として、行われなければならない。

（基本理念）

第 3 条

2

3

4

　男女共同参画の推進に当たっては、性別による固定的な役割分担意識等に基づく社会における制度又

は慣行が、男女の社会における活動の自由な選択に対して影響を及ぼすことのないよう配慮されなけれ

ばならない。

　男女共同参画の推進は、男女が、社会の対等な構成員として、県その他の団体における政策又は方針

の立案及び決定に共同して参画する機会が確保されることを旨として、行われなければならない。

　男女共同参画の推進は、家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子の養育、家族の

介護その他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円滑に果たし、かつ、職場、学

校、地域その他の家庭以外の社会における活動を行うことができるようにすることを旨として、行われ

なければならない。
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（男女共同参画計画）

知事は、男女共同参画の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、基本理念にの

っとり、男女共同参画の推進に関する基本的な計画（以下「男女共同参画計画」という。）を定めなけ

ればならない。

第 2章　男女共同参画の推進に関する基本的施策

第 8 条

（施策の策定等に当たっての配慮）

県は、男女共同参画の推進に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、及び実施するに当たっ

ては、男女共同参画の推進に配慮するものとする。

第 9 条

（県民等の理解を深めるための措置）

県は、男女共同参画に関する県民及び事業者の理解を深めるため、広報活動、教育及び学習の

機会の提供その他必要な措置を講ずるものとする。

第10条

2 　県は、男女共同参画の推進に当たっては、県民、事業者、市町及び国と連携して取り組むものとする。

何人も、職場、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、次に掲げる男女共同

参画を阻害する行為をしてはならない。

（男女共同参画を阻害する行為の禁止）

第 7 条

県民は、職場、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、基本理念にのっとり、

男女共同参画の推進に寄与するよう努めなければならない。

（県民の責務）

第 5 条

2 　県民は、県が実施する男女共同参画の推進に関する施策に協力するよう努めなければならない。

事業者は、その事業活動を行うに当たっては、基本理念にのっとり、男女が職場における活動

に共同して参画する機会を確保すること、男女が職場における活動と家庭その他の職場以外の社会にお

ける活動とを両立して行うことができる就業環境を整備することその他男女共同参画の推進に努めなけ

ればならない。

（事業者の責務）

第 6 条

2 　事業者は、県が実施する男女共同参画の推進に関する施策に協力するよう努めなければならない。

一

二

三

　性別による差別的取扱い。

　セクシュアル・ハラスメント（性的な言動により相手方の生活環境を害する行為又は性的な言動に

対する相手方の対応によりその者に不利益を与える行為をいう。）

　男女間における暴力的行為（精神的に著しく苦痛を与える行為を含む。）

2　男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。

3

4

5

　知事は、男女共同参画計画を定めようとするときは、あらかじめ、香川県男女共同参画審議会の意見

を聴かなければならない。

　知事は、男女共同参画計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。

　前２項の規定は、男女共同参画計画の変更について準用する。

一

二

　総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画の推進に関する施策の大綱

　前号に掲げるもののほか、男女共同参画の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために

必要な事項
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（市町に対する支援）

県は、市町に対し、当該市町の区域における男女共同参画の推進に関する計画の策定等に関し、

情報の提供その他の必要な措置を講ずるものとする。

第12条

（附属機関等の委員の構成）

県は、附属機関その他これに準ずるものの委員その他の構成員の任命又は委嘱に当たっては、

積極的改善措置を講ずることにより男女の委員の数が均衡するよう努めるものとする。

第13条

（体制の整備等）

県は、男女共同参画の推進に関する施策を実施するため、必要な体制の整備に努めるとともに、

財政上の措置その他の措置を講ずるよう努めるものとする。

第15条

（事業者の報告）

知事は、男女共同参画の推進のために必要があると認めるときは、事業者に対し、その事業活

動における男女共同参画の状況について報告を求めることができる。

第16条

（男女共同参画の推進状況等の公表）

知事は、毎年、男女共同参画の推進状況及び男女共同参画の推進に関する施策の実施状況を公

表するものとする。

第17条

（調査研究）

県は、男女共同参画を効果的に推進するため、必要な調査研究を行うものとする。第14条

（県民等に対する支援）

県は、県民又は事業者が行う男女共同参画の推進に関する活動を支援するため、情報の提供そ

の他の必要な措置を講ずるものとする。

第11条

知事は、関係行政機関と協力して、性別による差別的取扱いその他の男女共同参画の推進を阻

害する要因による人権侵害に関する県民又は事業者からの相談に適切に対処するために必要な措置を講

ずるものとする。

（相談及び苦情の処理）

第18条

県は、配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以

下同じ。）からの第７条第３号に掲げる行為（以下「暴力的行為」という。）を受けた者（配偶者から

の暴力的行為を受けた後に、離婚（婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にあった者

が、事実上離婚したと同様の事情に入ることを含む。）をし、又はその婚姻が取り消された者であって、

当該配偶者であった者から引き続き暴力的行為を受けたものを含む。以下「被害者」という。）に対し、

適切な助言、施設への一時的な入所等による保護その他の必要な支援を行うものとする。

（被害者の保護等）

第19条

2

3

　知事は、県が実施する男女共同参画の推進に関する施策又は男女共同参画の推進に影響を及ぼすと認

められる施策に関する県民又は事業者からの苦情に適切に対処するために必要な措置を講ずるものとす

る。

　前項の場合においては、知事は、香川県男女共同参画審議会の意見を聴かなければならない。

2　前項の施設の管理者又は職員は、被害者の申出により、暴力的行為をした者（以下「加害者」とい

う。）からの暴力的行為が引き続き行われるおそれがあるとき、その他被害者の保護のために必要があ

ると認めるときは、加害者に対し、被害者との面会及び交渉を禁止し、若しくは制限し、又は被害者の

存在を秘匿することができる。
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（設置）

この条例の規定によりその権限に属させられた事項を処理するほか、知事の諮問に応じ、男女

共同参画の推進に関する重要事項について調査審議するため、香川県男女共同参画審議会（以下「審議

会」という。）を置く。

第 3章　香川県男女共同参画審議会

第20条

（組織）

審議会は、委員15人以内で組織する。第21条

（雑則）

第25条

2

3

4

5

　男女のいずれか一方の委員の数は、委員の総数の10分の4未満とならないものとする。

　委員は、男女共同参画の推進に関し優れた識見を有する者のうちから、知事が委嘱する。

　委員の任期は、2年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

　委員は、再任されることができる。

（会長）

審議会に、会長を置き、委員の互選によってこれを定める。第22条

2

3

　会長は、会務を総理し、審議会を代表する。

　会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務を代理する。

1　この条例は、平成14年4月1日から施行する。

（会議）

審議会の会議は、会長が招集する。第23条

2

3

　審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開き、議決をすることができない。

　審議会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長の決するところによ

る。

（専門委員会）

審議会は、その定めるところにより、専門委員会を置くことができる。

この章に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会に諮って定める。

第24条

2 　専門委員会に属すべき委員は、会長が指名する。

附　則

（施行期日）

　この条例は、公布の日から施行する。

附　則（平成16年12月21日条例第59号）

（施行期日）

2 　男女共同参画社会基本法（平成11年法律第78号）第14条第1項の規定により定められた男女共同参画

計画は、第8条第1項の規定により定められた男女共同参画計画とみなす。

（経過措置）
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善通寺市人権政策審議会委員名簿

委　員　名 備　　　　考所　　属　　団　　体　　等

平成24（2012）年4月1日現在

敬称略

富 島 喜 揮

久 利 和 子

川 田 博 士

横 田 一 義

戸 祭 　 學

川 上 剛 志

豊 田 笑 子

杉 本 孜 子

増 　 田 　 由 美 子

飛 田 由 香

泉 端 一 郎

四国学院大学社会福祉学部長補佐

民生委員・児童委員（主任児童委員）

部落解放同盟香川県連合会執行委員長

元  香川県職員

善通寺市人権擁護委員　

善通寺市老人クラブ連合会会長

善通寺市心身障がい児（者）父母の会会長

善通寺市連合婦人会会長

善通寺商工会議所女性会会長

元  かがわ男女共同参画推進員

ハローワーク丸亀所長

会長

副会長
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■　用語説明

一時預かり事業 32ページ

10ページ

46ページ

32ページ

32ページ

32ページ

49ページ

37ページ

用　　　語

あ　行

か　行

さ　行

説　　　　　　　　明 掲載頁

Ｍ字カーブ

ＨＩＶ/エイズ

延長保育

休日保育

子育て支援総合コーディ

ネー夕ー

心のバリアフリー

自主防災組織

　就労形態の多様化に対する一時的な保育や専業主婦家庭等の育児疲れ

解消、緊急時の保育等に対応するため、保育所等において子どもを一時的

に預かるもの。

　女性労働者の年齢階層別の労働力率（15歳以上人口に占める労働力人

口の割合）をグラフに表すと、30歳代前半をボトムとするＭ字カーブを

描くことから、女性労働者の働き方をＭ字型曲線という。

　Ｍ字型曲線は1960年代後半からみられるようになり、日本女性の働き

方の特徴である。ノルウェー、スウェーデン、アメリカは逆Ｕ字型を示し

ている。 日本のこの現象は、結婚・出産・育児の期間は仕事を辞めて家事・

育児に専念し、子育てが終了した時点で再就職するという女性のライフ

スタイルの表れである。女性に家事・育児を負担させるという性別役割の

考え方が根強く残っていることを示し、働き続けるための条件が整って

いないことを意味する。

　本市においては、「子どもを生み育てたいまち　ぜんつうじ」の実現を

めざして、住民一人ひとりが協働し、何を達成すべきかを示した行動計画

として、「善通寺市次世代育成支援行動計画」を策定した。

　後天性免疫不全症候群（Acquired Immune Deficiency Syndrome 

;AIDS）ヒト免疫不全ウイルス（HIV）が免疫細胞に感染し、免疫細胞を破

壊して後天的に免疫不全を起こす免疫不全症のことで、一般にエイズ

（AIDS）の略称で知られており、性行為感染症の一つ。

　心のバリアは、無知と無関心による偏見と差別の障がい者観、あるいは

哀れみや同情の障がい者観を伴っていたが、ノーマライゼーション理念

や内閣府が提唱する「共生社会」の視点の浸透などにより、高齢者や障が

い者への理解、配慮、思いやり、気軽な声掛け、支援等の重要性が認識さ

れ、「心のバリア」が取り除かれること。

　保護者の就労形態の多様化や通勤時間の増加等に対応するため、保育

所において通常の保育時間を超えて行う保育。

　日曜・祝日等の休日に保護者の勤務等により、家庭で保育できない子ど

ものための保育。

　子育て家庭に必要なサービスを適切に提供できるよう地域の子育て支

援サービスについて総合調整を行う者。

　災害対策基本法第５条２において規定される「自分たちのまちは自分

で守る」という地域住民の連携に基づき、結成される防災組織。
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仕事と生活の調和

（ワーク・ライフ・バランス）

用　　　語 説　　　　　　　　明 掲載頁

　国民一人ひとりがやりがいや充実感を持ちながら働き、仕事上の責任

を果たすとともに、家庭や地域生活などにおいても、子育て期、中高年期

といった人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できることを

いう。

「「ワーク・ライフ・バランス」推進の基本的方向報告」

（平成19年（2007）年7月男女共同参画会議：仕事と生活の調和ワーク・ラ

イフ・バランス）に関する専門調査会）の定義より

人権週間 　法務省と全国人権擁護委員連合会が、世界人権宣言が採択されたこと

を記念して、昭和24（1949）年から毎年12月4日から同月10日までを、「人

権週間」と定めており、その期間中、各関係機関及び団体の協力の下、世界

人権宣言の趣旨及びその重要性を広く国民に訴えかけるとともに、人権

尊重思想の普及高揚を図るため、全国各地においてシンポジウム、講演

会、座談会、映画会等を開催するほか、テレビ・ラジオなど各種のマスメデ

ィアを利用した集中的な啓発活動を行っている。

食育 　平成元（2005）年7月15日に施行された食育基本法の中で、①生きる上

での基本であって、知育、徳育及び体育の基礎となるべきもの　②さまざ

まな経験を通じて「食」に関する知識と「食」を選択する力を習得し、健全

な食生活を実践することができる人間を育てることと位置づけられてい

る。

セクシュアル・ハラスメント 　相手の意に反した性的な性質の言動で、身体への不必要な接触、性的関

係の強要、性的うわさの流布、衆目に触れる場所へのわいせつな写真の掲

示など、様々な態様のものが含まれる。特に、雇用の場においては相手の

意に反した性的な言動を行い、それに対する対応によって、仕事をする上

で一定の不利益を与えたり、またそれを繰り返すことによって就業環境

を著しく悪化させること。（男女雇用機会均等法第21条）

善通寺市次世代育成支援
行動計画・後期計画

　本市は、少子化が進展する中、すべての子どもの健やかな「育ち」を地域

全体で支える「子ども支援」と「子育て支援」を重視して、次世代育成支援

の取り組みを進めている。

　今後はさらに、次世代育成支援の基本となる地域社会における「仕事と

生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）」の実現を図るために、地域の多様

な担い手や企業とも今まで以上に子育て支援の目標を共有し、それぞれ

の役割と責任を明確にしつつ、協働して「未来への希望」の育成を行うこ

とが求められている。

　この計画は、「善通寺市次世代育成支援行動計画・前期計画（平成16年

度～平成21年度）」を継承する後期計画であり、将来を担う子どもたちが

健やかに育つために、地域住民のふれあいと支え合いのもとで、子育ての

喜びが実感でき、誰もが安心して子育てすることができる環境づくりを

推進すること。
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た　行

は　行

善通寺市人権教育・啓発の

基本指針

男女共同参画社会基本法

用　　　語 説　　　　　　　　明 掲載頁

　国や県では、「人権教育・啓発に関する基本計画」を策定し、これに基づ

き人権に配慮した行政施策や人権教育・啓発などを推進している。本市に

おいても、行政・学校・関係機関の連携を図りながら、現状に即した人権教

育及び人権啓発の推進、分野別の人権施策の推進など、本市が取り組むべ

き人権教育・啓発の基本的方向を示している。

　男女共同参画社会の形成に関し、基本理念を定め、並びに国、地方公共

団体及び国民の責務を明らかにするとともに、男女共同参画社会の形成

の促進に関する施策の基本となる事項を定めることにより、男女共同参

画社会の形成を総合的に推進することを目的として、平成11(1999)年6

月23日法律第78号として、公布、施行された。　

第５次善通寺市総合計画 　本市の最上位計画として、今後のまちづくりの方向性を示すとともに、

本市のすべての部門計画の指針となるものであり、基本とすべき理念や

将来像、そして、それを実現するための施策の体系・大綱を示し、平成23

（2011）年度を初年度、平成32（2020）年度を最終年度とする10か年の長

期構想である。

男女雇用機会均等法 　雇用における男女の均等な機会及び待遇の確保を図るとともに、女性

労働者の就業に関して、妊娠中及び出産後の健康の確保を図る等の措置

を推進することを目的とする。

地域 　地域住民の身近な生活圏。都道府県や市町村といった行政区とは異な

る概念。住民の活動を主たる対象とし、活動に応じて、町内会、自治会、校

区等様々な範囲が想定される。

8020
（ハチマルニマル）運動

　歯及び口腔の健康づくりを図り、80歳で20本以上自分の歯を有するこ

とを目的とした運動のこと。

病児・病後児保育 　病気や病気の回復期で集団保育が困難な子どもを病児・病後児の対応

が可能な保育所や病院等に併設した専用施設において一時的に預かるも

の。

ドメスティック・バイオレンス
（DV）

　同居関係にある配偶者や内縁関係や両親・子・兄弟・親戚などの家族か

ら受ける家庭内暴力のこと。近年では、ドメスティック・バイオレンスの

概念は同居の有無を問わず、元夫婦や恋人など近親者間に起こる暴力全

般をさす場合もある。

バリアフリー 　障がいのある人が社会生活をしていくうえで障壁（バリア）となるもの

を除去すること。元来は建築用語として、建物内の段差を無くすなど物理

的な障害を除くという意味で使われていたが、現在はより広い意味にう

けとめられ、障がいのある人の社会参加を困難にしている社会的、制度

的、心理的なすべての障がいの除去という意味でも用いられている。
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32ページ



や　行

ら　行

ま　行

マタニティブルー

用　　　語 説　　　　　　　　明 掲載頁

　妊娠初期同様、出産後はホルモン分泌の急激な変化が起こることによ

り、精神的に不安定になったり、不安を強く感じたりすること。

有害サイト 　暴力等多種多様なものをインターネット上で開示するサイト。

メンタルヘルス 　健康のなかで精神的にかかわる健康を保つこと。現代の生活では、労働

等の複雑化によるストレス等を要因として精神が疲労し精神疾患等が増

えていることから、主に労働衛生の一環としてメンタルヘルスが十分な

されるよう求められている。

ユニバーサルデザイン 　いろいろな人にとって利用しやすいデザイン、設計のことをいい、障が

いの有無や年齢などにかかわらず、誰もが利用しやすいような「まちづく

り」や「ものづくり」を行っていこうとする考え方。

リプロダクティブ・ヘルス/
ライツ

　平成6（1994）年の国際人口/開発会議の「行動計画」及び平成7（1995）年

の第4回世界女性会議の「北京宣言及び行動要領」において提唱された概

念で、全てのカップルと個人が自分たちの子どもの数、出産間隔、並びに

出産する時を責任をもって自由に決定でき、そのための情報と手段を得

ることができるという基本的権利、並びに最高水準の性に関する健康及

びリプロダクティブ・ヘルスを得る権利。
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